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         第 １   監  査  の  概  要 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による財政的援助団体等の監査を次のとおり実施

した。 

 

１ 監査の実施時期 

   平成２３年６月から平成２４年２月まで 

 

２ 監査の対象機関 

県が資本金等の４分の１以上を出資している団体及び補助金、負担金、貸付金等

の財政的援助を行っている団体（補助金等交付団体）並びに公の施設の管理者に指

定している団体のうち７４団体について実施 

区  分 出 資 
補助金等 

交付 

公の施設の 

指定管理 
計 

財団法人・公社・ 

地方独立行政法人 
１４   １４     ９ ３７（１５） 

社団法人    １   ５     １ ７ （５） 

学校法人     ３  ３ （３） 

社会福祉法人・医療法人    １７      １７（１７） 

ＮＰＯ法人    １       １ （１） 

株式会社・共同企業体        ８    ２ １０（１０） 

市町         ６ ６ （４） 

その他    ２ １９      １ ２２（１９） 

     計 １７ ６７   １９ １０３（７４） 

    （注） ・数値は団体数で、（ ）は重複を除く実団体数 

         ・「その他」は、信用保証協会、信用基金協会、職業訓練法人、各種組合、土地改良区、 

各種協議会等任意の団体 

 

３ 監査の着眼点 

監査の実施に当たっては、団体の運営や事業の執行及び施設の管理が関係法令、

規則及び要綱等に則して適正に行われているかの観点に加え、 

（１） 出資団体については、経営が適切、良好に行われているか。 

（２） 補助金等の交付団体については、その目的に沿って事業が適切かつ効率

的に執行されているか。 

（３） 公の施設の管理団体については、運営及び財産管理が適切に行われてい

るか。 

などを着眼点とした。 

  

４ 監査の実施方法 

団体及び所管課の平成２２年度事業及び経理執行を中心に監査を行うとともに、

施設、設備の整備及び管理については、現場確認を併せて行った。 
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第 ２  監  査  の  結  果 

 

出資団体及び補助金等交付団体における出納その他の事務並びに公の施設の管理は、

それぞれの目的に沿っておおむね適正に行われていると認められた。 

しかしながら、一部において、次のような指摘事項が認められたので、所管課並びに

団体に対し是正又は改善を要する旨の通知を行った。 

 

１ 重要な指摘事項 

（１） 出資団体関係 

  （団体に対するもの）  

① スポーツ振興基金について、不適正な取扱いがあった。 

                 【財団法人佐賀県体育協会（体育保健課）】 

スポーツ振興基金の平成２１年度基金取崩し（県出捐分）について、団体は県

教育委員会の承認時に取崩し結果の報告が義務付けられていたにもかかわらず、

報告が遅れていた。 

また、基金取崩しのうち、平成２１年度国民体育大会派遣費用の執行残額は、

平成２２年度にスポーツ振興基金に繰り入れされていたが、繰入額の帰属が明確

に処理されていなかった。 

平成２１年４月    県教育委員会の基金取崩の承認 

平成２１年５月・６月 基金取崩し     ７０，０００，０００円 

平成２２年４月    執行残額の基金繰入 １６，３２２，４４４円 

平成２３年７月    取崩し結果の県教育委員会への報告 

 

（所管課に対するもの） 

  ① スポーツ振興基金の取扱いで、適正な指導が行われていなかった。 

                【体育保健課（財団法人佐賀県体育協会）】 

    平成２１年度国民体育大会派遣費用の執行残額１６，３２２，４４４円は、平

成２２年度にスポーツ振興基金に繰り入れされていたが、繰入額の帰属が明確に

処理されていなかった。所管課は、執行残額があったことは把握できていたにも

かかわらず、スポーツ振興基金の取扱いで団体に適正な指導が行われていなかっ

た。 

 

 

（２） 補助金等交付団体関係 

（団体に対するもの）    

① 実行委員会の運営で、規約等の整備が不十分なものがあった。 

【第５回３Ｒ推進全国大会実行委員会（循環型社会推進課）】 

事務処理に当たって必要な諸規程（会計規程、決裁規程）が未整備で、補正予

算の計上や予算の執行限度額及び流用手続きなど、責任の所在や意思決定過程が

明確となっていなかった。 

（手続きを行っていないもの） 

○出展団体協賛金受入れに伴う補正予算 



 

 - 3 - 

（出展協賛金５００，０００円） 

○大会式典、イベント運営委託費の増額補正予算 

（委託費予算の増額６５０，０００円） 

○上記委託費の不足に伴う事務費の予算流用 

（事務費から委託費への流用３３９，０００円） 

 

② 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金で返還を要するものがあった。 

                   【社会福祉法人天寿会（長寿社会課）】 

   ア 利用者の対象収入の認定事務で、誤りがあった。 

補助金の算定基礎である利用者からの事務費徴収額（以下「サービス提供

料」という。）については、利用者本人の前年の対象収入（前年の年金等の収

入から、租税、社会保険料や医療費等の必要経費を控除した後の収入）によっ

て決定されるが、対象収入の確認において誤りがあり、その結果、サービス提

供料が過尐となり、補助金を過大に受領していた。 

このため、補助金の返還を要することとなっていた。 

収入認定は厳格に行われたい。 

○サービス提供料を過尐に認定していたもの   １件 

（正） サービス提供料  月額 ３０，０００円 

（誤） サービス提供料  月額 １９，０００円 

（差額 １１，０００円） 

認定誤りの要因：利用者の通帳で前年の対象収入を確認した際に、見落と 

しがあったもの 

      認定誤りの期間：平成２２年９月～平成２３年３月（７か月間） 

収入認定誤りによるサービス提供料の過尐額 

  １１，０００円／月 × ７月 ＝ ７７，０００円 

 

   イ 民間施設給与等改善額の加算率の算定で、誤りがあった。 

勤続年数の記載誤りや平均年数の算定（端数処理）を誤っているものがあっ

た。さらに、算定表の様式を取り違えて作成していたため、民間施設給与等改

善費を過大に算定し、補助金を過大に受領していた。このため、補助金の返還

を要することとなっていた。 

〇勤続年数の記載が誤っていたもの     １件  

〇平均勤続年数の端数処理を誤っていたもの １件 

〇様式の取り違えにより民間施設給与等改善費が誤っていたもの １件 

 一般入所者分 

（正当）   平均勤続年数  9年 民間施設給与等改善費  1,676,664円 

（実績報告） 平均勤続年数 11年 民間施設給与等改善費  1,981,512円 

差額（過大計上された事務費基準額）                 304,848円 

 

平成２２年度事業に係る補助金返還額 

既受領補助金額（Ａ）    １８，８５２，０００円 

 修正後補助金額（Ｂ）    １８，５０４，０００円 

 補助金返還額（Ａ）－（Ｂ）    ３４８，０００円 
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           返還額内訳 

 収入認定誤りによるもの               ７７，０００円 

 民間施設給与等改善額の算定誤りによるもの     ３０４，０００円 

 返還に係る補助金所要額の端数処理によるもの      １，０００円 

           実績報告時の補助金所要額と補助金受領額との差額  △３４，０００円 

                計               ３４８，０００円 

 

（所管課に対するもの） 

   ① 実行委員会の設置に当たり、庁内での協議が不十分であった。 

【循環型社会推進課（第５回３Ｒ推進全国大会実行委員会）】 

    実行委員会設置の際、その必要性及び規約等の内容について、「協議会の設置

及び運営に関する基本指針」で、県の各本部の企画・経営グループに協議すると

ともに、規約等の内容については、職員課の確認を受けることとなっているが、

されていなかった。 

 

  ② 補助金交付申請書等の審査や補助事業者への指導を徹底すべきものがあった。 

【長寿社会課（社会福祉法人真栄会ほか２３団体）】 

    佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金の算定上重要な利用者の収入認定等が誤っ

ているものがあり、中には、補助金を過大に受領しているものがあった。また、

事務費対象経費実支出額の報告で、誤りがあるものもあった。 

    所管課においては、補助金申請書等の審査や補助事業者への指導を、徹底され

たい。 

   ア 利用者の収入認定を誤り、利用者からの事務費徴収額（サービス提供料）を

過尐に算定し、また、民間施設給与等改善費を過大に算定した結果、補助金を

過大に受領していたもの  

補助事業者：社会福祉法人天寿会 

     平成２２年度補助金返還額：３４８，０００円 

   イ 利用者の収入認定において、必要経費の取扱いが誤っていたもの 

     補助事業者：社会福祉法人真栄会 

   ウ 利用者の収入認定において、対象外である遡及して支払われた年金を対象収

入に算入していたもの 

補助事業者：社会福祉法人清水福祉会 

   エ 補助対象外経費を事務費対象経費実支出額に含めて報告していたもの 

補助事業者：社会福祉法人清水福祉会、社会福祉法人天寿会、社会福祉法人

凌友会 

補助対象外経費の事例：厨房用冷蔵庫修理代、施設入居者に係る区費、 

アイスクリームしぼり機賃貸料 

 

  ③ 実績報告書の審査について、適正でないものがあった。 

【障害福祉課（社会福祉法人慈光会）】 

    実績報告書の賃金改善額の欄に、実績額ではなく、助成金額と同額の金額が記
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載されていたが、実際の賃金改善額は助成金額を上回っており、助成金上限額ま

で補助金の追加交付申請が可能であった。 

    助成金上限額（Ａ）          ９，０２４，９９６円 

助成金額（実績報告書記載額）（Ｂ）  ８，９１４，３５４円  

 追加交付申請可能額（Ａ－Ｂ）        １１０，６４２円 

 

  ④ 補助金交付要綱の改正及び補助金交付事務が遅れていた。 

【体育保健課（財団法人佐賀県体育協会）】 

    県単独補助事業である（財）佐賀県体育協会運営事業費補助事業には、補助対

象経費として人件費が含まれており、早期の交付が必要であるにもかかわらず、

補助金交付要綱の改正手続きや交付決定事務の遅れにより、補助金の概算払が遅

れ、補助事業者に資金繰り上、不要な負担をかけていた。 

また、補助金交付申請書の提出期限の規定との整合性を図るため、交付申請書

の提出日を遡るよう指示するなど、不適切な事務処理を行っていた。 

補助金交付事務は、適正に行われたい。 

 

   （不適正な事務処理の内容） 

   ア 補助対象経費の内容については、当初予算で計画していたにもかかわらず、

事務処理が遅れ、補助金交付要綱の規定との整合性を図るため、交付要綱改正

及び補助金の限度額の通知文書の日付を遡って記載していた。 

     交付要綱改正及び補助金の限度額の通知文書の日付：平成２２年４月２１日 

     補助事業者の通知文書受理日：          平成２２年７月 ６日 

 

   イ 補助金交付要綱の補助金交付申請書の提出期限の規定との整合性を図るため、

補助事業者に、補助金交付申請日を遡って記載させ、補助金交付決定通知日も

遡って記載していた。 

 

     補助金交付要綱改正及び補助金限度額通知日（書類上）：平成２２年４月２１日 

          〃              （実態）：平成２２年７月 ６日 

       補助金交付申請提出期限：             平成２２年４月３０日 

       補助金交付申請日（書類上）：             平成２２年４月３０日 

       補助金交付決定通知日（書類上）：          平成２２年５月１２日 

        〃      （実態）：          平成２２年７月 ５日 

 

       補助金交付決定額：                 ７４，３２６，０００円 

   補助金概算払請求日（第１回目）：           平成２２年７月 ５日 

補助金概算払日（第１回目）：             平成２２年７月 ９日 

補助金概算払額（第１回目）:           ５８，１９２，０００円 
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（３） 公の施設の指定管理団体関係 

  （指定管理者に対するもの） 

  ① 遊具等の維持管理業務の実施において、適正でないものがあった。 

【葉隠緑化建設・佐賀広告センターグループ：佐賀県立森林公園（まちづくり推進課）】 

ア 管理運営業務仕様書に基づき作成した遊具点検マニュアルで規定の点検シー

トについては、社団法人日本公園施設協会が作成した日常点検表を用いる旨規

定していたが、実際の運用に当たって、県との協議により、県が従来使用して

いたメンテナンスリスト等を用いるように変更していた。この変更に伴い、遊

具点検マニュアルの一部改正を行うべきであったが、改正していなかった。 

 

イ 管理運営業務仕様書では、遊具点検状況や公園ハザードマップについては、

利用者向けに公表することとされているが、公表されていなかった。 

 

 

  （所管課に対するもの） 

  ① 利用料金の取扱いで、適正になされていないものがあった。 

【まちづくり推進課（佐賀県立森林公園、佐賀県立佐賀城公園）】 

 佐賀県立都市公園条例第１４条の３で、指定管理者は、利用料金を定めるとき

は、知事の承認を得なければならないとされているが、全ての利用料金について

承認を得ておらず、県も承認手続きの指導をしていなかった。 
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２ その他指摘事項 

（１） 出資団体関係（４０件） 

① 出資団体に対するもの（３３件） 

    ・寄附行為等の見直しの検討を要するもの（１件） 

    ・事業計画等に係る機関決定の在り方について検討を要するもの（１件） 

    ・貸借対照表の公告が実施されていないもの（１件） 

    ・内部監査が実施されていないもの（１件） 

    ・資金運用で改善を要するもの（２件） 

    ・預託台帳が未作成なもの（１件） 

    ・特定資産の処分に係る手続きがなされていないもの（１件） 

    ・予算措置を行わずに実施している事業があるもの（１件） 

    ・収入未済があるもの（２件） 

    ・退職手当引当金の造成が不十分なもの（１件） 

    ・時間外勤務の承認が適正でないもの（１件） 

    ・会計や契約に関する規程の遵守や見直しを要するもの（７件） 

    ・組織に関する規程の見直しを要するもの（１件） 

    ・公印に関する規程の遵守や見直しを要するもの（２件） 

    ・就業規則の見直しを要するもの（１件） 

    ・受託事業収入の請求方法について検討を要するもの（２件） 

    ・収入に係る証拠書類の保存について適正でないもの（２件） 

    ・財務諸表等の内容が適正でないもの（２件） 

    ・会計処理の内容について適正でないもの（２件） 

    ・賛助会員制度導入について対応方針の検討を要するもの（１件） 

     

  ② 所管課に対するもの（７件） 

    ・寄附行為等の見直しの検討について団体への指導を要するもの（１件） 

    ・会計規程の見直しや遵守について団体への指導を要するもの（１件） 

    ・出捐金の公有財産台帳の記載が適正でないもの（１件） 

    ・団体への貸付備品の貸付事務や管理が適正でないもの（２件） 

    ・施設の管理委託に係る事務処理が適正でないもの（１件） 

    ・事業計画等の承認事務が適正でないもの（１件） 

 

 

（２） 補助金等交付団体関係（１２９件） 

① 補助金等交付団体に対するもの（３８件） 

    ・補助事業実施に係る規程の整備を要するもの（１件） 

    ・補助金等の交付条件を遵守していないもの（２件） 

    ・収入認定事務について適正でないもの（２件） 

    ・経理事務や契約事務等の補助事業の執行について適正でないもの（１１件） 

    ・補助事業等の予算措置や決算計上が適正でないもの（４件） 
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    ・貸付事業に係る収入未済があるもの（１件） 

    ・補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額確定に伴う報告書が提出 

されていないもの（１件） 

    ・補助金交付申請書等の内容や添付資料に誤りがあるもの（５件） 

    ・補助金の請求方法について検討を要するもの（２件） 

    ・補助金交付申請書等の提出が遅延しているもの（３件） 

    ・備品の管理について適正でないもの（２件） 

    ・正当な補助事業者以外のものが、実績報告書等を提出しているもの（２件） 

    ・補助事業の進行管理が適正でないもの（２件） 

     

② 所管課に対するもの（９１件） 

    ・補助金等の交付決定や額の確定が遅延しているもの（１３件） 

    ・補助金等交付要綱や実施要領の見直しを要するもの（１８件） 

    ・補助事業者への指導不足及び補助金等交付申請書等の審査事務が適正でない

もの（３２件） 

    ・補助金の額の確定において現地確認を要するもの（３件） 

    ・消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額報告書の提出について確認や指

導を要するもの（１０件） 

    ・補助金交付決定等の事務処理が適正でないもの（７件） 

    ・事業評価の実施や補助制度の内容について検討を要するもの（２件） 

    ・補助金の交付時期について検討を要するもの（２件） 

    ・実績報告日が、県と補助事業者で一致していないもの（１件） 

    ・補助事業の進行管理が適正でないもの（１件） 

    ・補助金の額の再確定等の実施時期について検討を要するもの（１件） 

    ・前回監査の指摘事項（実績報告書の審査事務が適正でないもの）で改善され

ていないもの（１件） 

     

（３） 公の施設の指定管理団体関係（７６件） 

① 指定管理団体に対するもの（３８件） 

    ・県への協議や報告を要するもので実施されていないもの（６件） 

    ・利用料金の設定において県の承認を得ていないもの（２件） 

    ・指定申請書や事業計画書に記載していた自主事業等で実施されていないもの

（２件） 

    ・実績報告書の内容について誤りがあるもの（５件） 

    ・会計規程で見直しを要するもの（１件） 

    ・会計事務で適正でないもの（３件） 

    ・財産の管理について適正でないもの（３件） 

    ・緊急時の対応マニュアルについて改正を要するもの（１件） 

    ・管理運営規程について見直しの検討を要するもの（２件） 

    ・指定管理業務に係る予算書や決算書の在り方で検討を要するもの（３件） 
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    ・再委託の契約事務について改善を要するもの（２件） 

    ・扶養手当の認定事務について改善を要するもの（１件） 

    ・施設利用許可の事務処理や利用料金徴収事務について適正でないもの 

（２件） 

    ・情報の公開に必要な規程の整備を要するもの（１件） 

    ・広報の実施について不十分なもの（１件） 

    ・管理運営業務に係る事務処理で改善を要するもの（２件） 

    ・行政財産の目的外使用許可申請の手続きが取られていないもの（１件） 

     

② 所管課に対するもの（３６件） 

    ・管理運営業務仕様書の見直しについて検討を要するもの（４件） 

    ・管理運営業務の再委託で県の承認を得ていないもの（３件） 

    ・未実施の自主事業についての指導が不適切なもの（１件） 

    ・事業計画書や事業報告書の審査で適正でないもの（６件） 

    ・委託料の支払が遅延しているもの（１件） 

    ・会計規程の見直しについて指定管理者への指導を要するもの（１件） 

    ・緊急時のマニュアルの改正について指定管理者への指導を要するもの（１件） 

    ・開館日について県の施行規則に即して運用されていないもの（１件） 

    ・組織の設置要綱の改正を要するもの（１件） 

    ・指定管理者に対する指定管理物件の台帳等の提示が不十分なもの（２件） 

    ・実績報告の確認結果通知や公表が実施されていないもの（２件） 

    ・行政財産使用許可の手続きが取られていないもの（１件） 

    ・行政財産使用許可について、指定管理者との協議や検討を要するもの 

（３件） 

    ・指定管理経費に係る覚書の見直しを要するもの（１件） 

    ・実績報告の内容で検討を要するもの（１件） 

    ・公募時に示した指定管理物件の数量に誤りがあるもの（１件） 

    ・管理運営業務に関する経費の責任分担について明確にすべきもの（１件） 

    ・施設使用料の徴収事務委託契約の事務処理について適正でないもの（１件） 

    ・施設の火災保険に係る指示が不足しているもの（１件） 

    ・利用料金に係る規程の整備について指定管理者への指導を要するもの 

（１件） 

    ・自主事業に係る施設利用料の取扱いについて検討を要するもの（１件） 

    ・前回監査の指摘事項（財産の管理事務で適正でないもの）で改善されていな

いもの（１件） 

     

③ 関係課に対するもの（２件） 

    ・実績報告の公表がされていないもの（１件） 

    ・管理運営業務の再委託に係る県の承認要件について見直しの検討を要するも

の（１件） 
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３ 監査対象団体ごと並びに所管課ごとの監査結果 

監査対象団体ごと並びに所管課ごとの監査結果については、１９ページから１０７

ページまでに記載している。 
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第 ３  意  見  事  項 

 

この意見は、平成２３年６月から平成２４年２月までの間に執行した監査において気

づいたことを述べたものであり、今後の業務運営及び行政運営に当たり留意され、改善

措置について検討されたい。 

 

１ 出資団体に対するもの 

県は、県行政を補完するため、公益上必要がある場合、出資をし、団体を設立して、

事業を行わせることができるが、その前提として、団体の運営が適切かつ健全に行わ

れるよう、適切な指導監督を行うとともに、必要な支援等に努める必要がある。 

しかしながら、今回の監査では、次のような問題点や改善すべき課題がみられた。 

 

（１）主な指摘事項 

（ア）団体の経営統治（ガバナンス）に関する問題 

① 寄附行為等の見直しの検討を要するものがあった。 

      県から指定管理業務を受託している団体で、受託内容が団体の寄附行為

に規定されている業務に該当するか不明確なものがあった。 

     ② 事業計画等に係る機関決定の在り方で、検討を要するものがあった。 

       団体の定款で、「事業計画及び収支予算並びに資金調達及び設備投資の

見込については、理事会の承認を得なければならない。」と規定されてい

るが、年度末の収入見込みが計画以上となったことから、特定目的資産へ

の積立が、理事会の承認額以上に行われているものがあった。 

     ③ 団体の貸借対照表について、公告されていなかった。 

       団体の定款において、「貸借対照表は、定時評議員会の終結後、遅滞な

く、公告しなければならない。」となっているが、公告されていなかった。 

     ④ 団体の規則に定める内部監査について、実施されていなかった。 

       理事長は、毎事業年度に内部監査計画書を作成し、内部監査担当者に実

施させることと規定しているが、内部監査が実施されていなかった。 

  

   （イ）会計規程・事務処理に関する問題 

     ① 財源確保の観点から資金運用が十分でない団体や、資金預託台帳が作成

されていない団体があった。 

     基本財産及び特定資産の資金運用が短期運用されており、また、多額の

資金が普通預金で管理されていた。 

     また、団体の規定で、「現金の保管の状況を常に明らかにするため預託

台帳を作成する。」と、定めているにもかかわらず、作成されていなかっ

た。 

     ② 取り崩した基本財産（基金）の執行残を、基本財産に積み立てる際に財

産の帰属先が曖昧なままに処理しているものがあった。 

     基本財産（基金）を取り崩して事業財源に充てられていたが、事業費に
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執行残が生じたことから、再度、基本財産に残額を積み立てられていたが 

基本財産の帰属先（持分割合）を定めないままに積み立てられていた。 

     ③ 特定資産の処分で、適正でないものがあった。 

       特定資産の処分に際して、団体の寄附行為では、「理事会及び評議員会

の議決を経た上で、かつ、行政庁の承認を得る。」ことと定められている

が、寄附行為どおりの取扱いがなされていなかった。 

     ④ 本来団体の事務とすべきものを、理事会の承認（予算措置）を受けない

まま事業を執行しているものがあった。 

     ⑤ 過年度未収金の解消に努めるべきものがあった。 

 

 （２）個別意見 

   ① （財）佐賀県国際交流協会及び（財）佐賀県体育協会は、広く会費（賛助会

員）を求め事業を展開する団体である。 

しかしながら、近年の景気低迷の影響はあるものの、収入の確保に対する積

極性に欠け、その結果、収入が減尐し、基本財産の取崩しや、事業活動を縮小

せざるを得ない状況が見られた。自主財源の確保に努められたい。 

   ② （財）佐賀県環境クリーン財団にあっては、平成２４年度から県貸付金の償

還が始まること、一定期間後には設備の大規模補修も予想されることから、収

入増加に取り組むほか、コスト削減をさらに徹底されたい。 

   ③ （財）佐賀県生活衛生営業指導センターにあっては、専務理事が５年以上も

欠員状態となっており、かつ、その事務を一般職員（事務局長）に処理させて

いた。公益法人への移行に向け、団体の運営に支障がないよう、組織体制の整

備を検討されたい。 

   ④ 住宅供給公社にあっては、保有分譲地の処分が経営改善計画を上回る状況に 

あるが、引き続き分譲地の早期販売に努め、最終損失額の縮小に向け更なる取 

組を推進されたい。 

 

（３）総括意見 

主な個別指摘事項を見ると、いろいろな面で事業活動が公金（税金）で賄われ

ているという意識が低く、諸規程の整備、見直しをはじめとして、一部に事務処

理が適切でない団体もあった。また、近年の厳しい県財政を背景に、県の補助金

等が削減され、団体によっては、基本財産を取り崩したり、事業を縮小せざるを

得ない状況にあり、正規職員から非正規職員へ変更せざるを得ず、十分な行政サ

ービスができなくなってきているとの声も聞かれた。 

このため、団体設置の目的が損なわれることがないよう、団体にあっては、こ

れまで以上に自主・自立経営に向け、引き続き努力されるとともに、内部監査の

充実・徹底にも努められたい。 

 一方、設置者である県にあっては、団体の運営が円滑に推進できるよう、必要

な人的・財政的な支援や助言について、十分に配慮されたい。 

 また、平成２１年度に一定の整理がなされた「外郭団体の見直しの方向性」に 



 

 - 13 - 

ついて、昨年の監査意見で再度、見直しの方向性を検討されるよう意見申し上げ 

たところであるが、未だ継続検討の団体もあり、時機を失することなく県が責任 

をもってその方向性を示すとともに、その検討結果を実行に移されるよう望むも 

のである。 

 

 

２ 補助金等交付団体に対するもの 

県は、公益上必要がある場合、特定の施策を推進するため、特定の団体に対し補助

金や負担金を交付して事業を実施している。 

補助事業者は、補助事業等を適正に執行するためには、関係する法令、規則に基づ

き、事業ごとに定められた補助金等交付要綱等に沿って、会計処理、事務処理を行う

必要がある。 

県は、補助事業者に対し、補助金等の目的に沿って事業が遂行されているか、意思

決定の手続きや諸規程を整えて適正に執行されているか、確認指導する立場にある。 

今回の監査で、次のような問題点や改善すべき課題が見られた。 

 

（１）主な指摘事項 

① 補助金交付申請、交付決定、実績報告、額の確定における事務処理が遅れて

いたものがあった。 

   県からの補助金内示通知の遅れによる補助金交付申請書提出の遅れや、補助

金申請書提出から補助金の交付決定までの事務処理の遅れが多かった。また、

補助金の実績報告書提出から額の確定までの補助金事務の審査に、日時を要し

ているものがあった。（申請書及び交付決定日付の遡り、３か月以上の額の確

定の遅れ） 

② 補助金等交付要綱の見直しを要するものがあったものや、補助事業者の事務 

処理に係る必要な諸規程が整備されていないものがあった。 

  補助事業の制度制定の時点で、間接補助事業を対象としながら、補助金等交 

 付要綱に間接補助条項の記載がないものや、交付決定の際に補助事業者に対す 

る指導が徹底されていないものがあった。 

③ 補助金交付事務の審査で、適正でないものがあった。 

  補助事業に要する経費の配分及び内容を変更する場合の変更交付申請の審査 

において、変更内容等の確認をしないままに補助金変更交付の承認を行うなど、 

審査が徹底されていないものや、補助金交付要綱に定めている交付条件を、補 

助金交付決定通知書に記載していないものがあった。  

④ 福祉関係補助金で収入認定の誤りにより、補助金の返還を要するものがあっ 

た。 

   補助事業者に対する収入認定事務の指導が十分でなく、補助事業者が行う収    

  入認定事務に誤りがあり、補助金の過大交付により補助金の返還が生じたもの

があった。 

⑤ 補助金の額の確定において、現地確認が必要なものがあった。 
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   施設整備補助金に係る実績報告書の確認等は、県民ニーズの把握、現場主義   

  の徹底を図る観点から、極力、実地に赴き確認することが基本とされているが、 

  現地確認がなされていなかった。 

⑥ 補助事業者の予算・決算に関し、機関決定を経ず執行されていたものがあっ 

た。また、補助事業者の事務処理に当たって、特定の者に権限が集中している 

ものがあった。                

⑦ 貸付金等の債権に関して、収入未済の解消に努めていく必要があるものがあ 

った。     

⑧ 消費税の申告で、補助事業に係る仕入控除税額が確定した場合、知事へ報告

する必要があるが、報告されていないものがあった。  

 

（２）個別意見 

    新幹線さが未来づくり協議会にあっては、適正な事業の遂行、透明性のある予

算の執行を図る観点から、特定の者に権限を集中させず、チェック機能が働くよ

うに決裁規程等の見直しを検討されたい。  

 

（３）総括意見 

    補助金等交付団体に対する指摘は、補助金等交付規則、要綱に定めた条件が守

られていないというものや、補助金の内示、交付決定、額の確定の時期が遅れて

いるもの、申請書等書類の審査が十分でないものが見られた。 

    事業の執行に当たっては、業務の進行管理や、十分なチェック機能の強化を図

る必要があり、県庁組織文化（風土）の改革に真摯に取り組まれるとともに、事

業の進行管理の重要性を再認識されたい。 

また、県では庁内に設置する各種協議会等について、統一的なルールが無かっ  

たことから、平成２２年３月に、「協議会の設置及び運営に関する基本指針」を 

策定し、協議会の適正な事業の遂行や、透明性のある予算執行を図ることとされ 

ているが、この「基本指針」が十分周知されていなかった所管課や、周知してい 

ても実際の予算執行において、特定の者に権限が集中した取扱いを行うなど、適 

正な事業遂行となっていないものがあった。再度、この「基本指針」の徹底に努 

められたい。 

 

 

３ 公の施設の指定管理団体に対するもの 

平成１５年の地方自治法改正により、多様化する行政ニーズに効率的に対応するた

め、民間事業者が有するノウハウを活用し、サービスの向上と経費の節減を目的とし

て指定管理者制度が設けられた。 

本県でも平成１６年度から当該制度が導入され、この間、監査を通じて事務処理の

改善等を求めてきたが、今回の監査で、依然として、次のような問題点や改善すべき

課題が見られた。 
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（１）主な指摘事項 

① 管理運営業務仕様書の見直しについて、検討を要するものがあった。 

   利用者ニーズの把握による施設サービスの向上と運営の効率化に取り組むた 

め、利用者モニタリングの実施や、その結果をもとにした自己評価の実施が指 

定管理者に求められているが、仕様書に明記されていなかった。 

② 管理運営仕様書で知事への報告・協議が要件とされているものが、報告・協 

 議されていないものがあった。 

  指定管理施設の休場日の変更に伴う県への報告漏れや、個人情報の管理体制 

 等報告書が提出されていなかった。また、施設の管理運営に係る規定改正に伴 

う知事への事前協議がなされていなかった。 

③ 利用料金の設定に当たり、知事承認の手続きがなされていないものがあった。 

④ 再委託事務に関する知事協議要件の見直しについて検討を要するものがあっ 

た。 

管理運営業務の中には、あらかじめ専門業者への再委託が見込まれるものも 

    あるが、基本協定書で、例外なく県への承諾規定が設けられており、その結果、 

再委託の都度、県の承諾を得るための手続きが多数生じているものがある。 

専門業者への再委託が見込まれる業務については、協定書等で、承諾手続

きを省略できる規定を設けるなど、事務処理の負担軽減について検討された

い。 

⑤ 事業報告書の誤りや事業計画書に記載された事業で、実施されていないもの 

があった。 

⑥ 事業報告書の審査で、適正でないものがあった。 

また、基本協定書で、年度終了後報告書を受理したときは、その内容を確認 

し、その結果を指定管理者に通知するとともに、公表するとされているが、公 

表されてなかった。 

⑦ 財産の管理で、適正でないものがあった。 

   指定管理経費で購入された備品で、備品台帳に記載されていないものがあっ 

た。               

⑧ 一般の用に供する施設の遊具施設で、点検マニュアルの見直しがされておら 

ず、かつ、公表もされていなかった。また、指定管理団体における情報公開に 

関する規程が、整備されていなかった。                  

 

（２）個別意見 

   ① 「花と冒険の島」にあっては、施設の維持管理が十分でなく、また、遊具

施設の更新や新設も行われていないため、一般の用に供する観光施設として、

十分に機能を果たしているか疑問である。今後の在り方について検討された

い。             

                              

   ② 県立九州シンクロトロン光研究センターについては、県が計画した施設整

備も計画どおりに終了している。今後は、交通の要衝としての地の利を活か

し、積極的な営業活動を行い、九州内の企業等に専用ビームラインの設置要
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請や更なる利用推進を図り、利用料金の増収に努力されたい。 

 

（３）総括意見 

公の施設の管理については、指定管理者制度導入後７年を経過し、今回の指

摘事項を見ても、指定管理にしたことによって、あたかも、県から業務が切り

離されたかのような状況で、指定管理者に任せ放しの傾向が強く、不適切な取

扱いも多い。また、県の公の施設でもあるにもかかわらず、県の関与が不十分

と思われるものもあった。 

こうした中、事務処理については、協定書、仕様書、事業計画書等に定めら

れている諸手続きが守られていない案件が多く、事業報告書の記載内容で適切

な管理の実態が十分に把握できていないものがあった。このことは、県の指

導・監督、審査が十分でないと指摘せざるを得ない。 

再度、管理運営仕様書、基本協定書に基づく指導・監督、審査を徹底された

い。 

  

  

４ まとめ  

以上、平成２３年度の財政的援助団体等監査結果及び監査委員の意見を述べてきた

が、今回の監査を通じ、個々の事務処理に当たって、担当職員の知識不足や失念、そ

れをカバーするチェック機能が十分発揮されていないのではないかといったことや、

事務事業の進行管理が十分でないといった課題が見受けられた。 

事務処理に当たって、担当者にあっては疑問や悩みを自ら抱え込むのではなく、ま

た、課題や問題を先送りすることなく、前任者、同僚、上司に聞き、解決していくこ

とも重要な仕事の進め方である。このことは、団体にあっても同様である。 

その上で、高度な判断を要する場合は、各本部の企画・経営グループや経営支援本

部を始めとする専門の部署に相談することが求められるところである。 

特に、各本部の企画・経営グループにあっては、本部施策の総合・調整機関として、

事務事業全般にわたる行政統治力の一層の向上に努められることを期待するものであ

る。 
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※ 用語等の説明 

用   語   等              説        明             

地方自治法第１９９条

第７項 

（財政的援助団体等の

監査に関する規定） 

 

条文（抜粋） 

監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があ

るときは、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補

償、利子補給その他の財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で

当該財政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出

資しているもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は

利子の支払を保証しているもの、当該普通地方公共団体が受益権を有する信託で

政令で定めるものの受託者及び当該普通地方公共団体が第２４４条の２第３項の

規定に基づき公の施設の管理を行わせているものについても、また、同様とす

る。 

公の施設の指定管理者

制度 

指定管理者制度とは？ 

 平成１５年９月２日、地方自治法の一部を改正する法律が施行され、公の施設

の管理に関するそれまでの「管理委託制度」が廃止され、新たに創設された制度

です。 

 それまでの「管理委託制度」のもとでは、県が公の施設の管理を直接行わない

場合、委託できるのは、改正前の地方自治法により、公共団体（市町村や土地改

良区など）、公共的団体（農協や自治会など）及び自治体が出資する出資法人に

限定されていました。 

 「指定管理者制度」では、指定管理者となることができる者の範囲について法

律上特段の制約がないことから、民間企業やＮＰＯ法人などを含む法人その他の

団体が、議会の議決を経て指定管理者として公の施設の管理を行うことが可能と

なりました。 

指定管理者制度の目的 

指定管理者制度は、多様化する住民ニーズに、より効果的、効率的に対応する

ため、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図ると

ともに、経費の節減等を図ることを目的としています。（佐賀県ホームページ引

用） 

ＮＰＯ法人  「ＮＰＯ（ＮｏｎＰｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）」とは、ボラン

ティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称です。 

 このうち、「ＮＰＯ法人」とは、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に基づき

法人格（個人以外で権利や義務の主体となり得るもの）を取得した「特定非営利

活動法人」の一般的な総称です。（内閣府ホームページ引用） 

公益法人制度改革関連

３法 

① 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

② 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

③ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団 

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 
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１ 出資団体 

 

団 体 名   財団法人佐賀県女性と生涯学習財団 

所 在 地   佐賀市天神三丁目２番１１号 

監査執行年月日 平成２３年 ８月３１日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産         ２０，０００，０００円 

出 資 額        ２０，０００，０００円 

出 資 率             １００．０％ 

公の施設の 

管 理 

施 設 名 
佐賀県立男女共同参画センター・佐賀県立生涯 

学習センター 

 委 託 額       ２１６，７３１，０００円 

所 管 課   男女参画・県民協働課、社会教育・文化財課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）寄附行為で、見直しの検討を要するものがあった。 

団体は、指定管理業務の一つとして「佐賀県ＤＶ総合対策センター」の管理

運営を行っているが、当業務は、寄附行為第４条規定の財団が実施できる事業

のいずれに該当するか不明確な状況となっている。 

   このため、寄附行為の見直しについて、検討されたい。 

 

２ 公の施設の管理は、おおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）施設利用料金の減免に係る規定で、見直しの検討を要するものがあった。 

   指定管理者の佐賀県立男女共同参画センター及び佐賀県立生涯学習センター

の利用料金に関する規程（以下「管理規程」という。）第６条第３項で、施設

利用料金の減免に当たって、施設等利用料金減免申請書を徴するよう規定され

ているが、施設利用の事業資料（チラシ）を徴し、利用料金の減免を行ってい

た。このような場合においては、施設利用許可申請書に、減免申請を行う旨の

記載により、減免申請が行えるようにするなど、管理規程の見直しについて、

検討されたい。 

 

（２）事業計画書及び事業報告書の収支について、指定管理運営業務に係る収支を

区分されたい。 

   事業計画書の収支予算書及び事業報告書の収支決算書において、指定管理運

営業務に係る収支と、指定管理運営業務以外の団体独自の業務に係る収支が、

明確に区分されておらず、指定管理運営業務に係る収支の状況が不明確となっ

ている。事業計画書及び事業報告書の収支について、指定管理運営業務に係る

収支を明確に区分されたい。 

 

（３）協定書に定める個人情報の管理体制等報告書が、提出されていなかった。 

管理運営に関する協定書規定の個人情報取扱特記事項に規定する個人情報の

管理体制等報告書が、県に提出されていなかった。 



 

- 20 - 

 

（４）施設の管理運営に係る規程改正について、知事への事前協議が行われていな

いものがあった。 

県の管理運営業務仕様書第８の（１）で、「指定管理者が施設の管理運営に

係る各種規程、要綱等を定める場合は、あらかじめ知事（男女参画・県民協働

課）と協議を行うこと。」と定められている。指定管理者は、管理規程につい

て、平成２１年４月１日施行で改正を行っていたが、知事に対する事前協議を

行っていなかった。 

 

（５）管理規程で、見直しの検討を要するものがあった。 

   県の設置条例施行規則で、指定管理者が施設利用の許可をしないことができ

る場合を規定されているが、指定管理者の管理規程においては、県施行規則の

規定と異なる表現となっている。県規則との整合性について検討されたい。 

 

 

団 体 名   財団法人佐賀県環境クリーン財団（クリーンパークさが） 

所 在 地   唐津市鎮西町菖蒲３７００番地２０ 

監査執行年月日 平成２３年１０月１２日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧  稲 富 正 敏 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産        １００，０００，０００円 

出 資 額        ３０，０００，０００円 

出 資 率              ３０．０％ 

補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県公共関与型廃棄物処理施設高度処理事業費 

補助 

 補助事業費       ３０１，５０５，１０５円 

 補助金交付額       ２７５，０６０，０００円 

貸付金 

貸 付 事 業 名 
財団法人佐賀県環境クリーン財団運営資金貸付 

（平成10年度～平成20年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
   ５７，９２９，０００円 

貸 付 事 業 名 
佐賀県公共関与型廃棄物処理施設整備資金貸付 

（平成19年度、平成20年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
２，３０１，４１２，０００円 

所 管 課   循環型社会推進課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行され

ていた。 

  【佐賀県公共関与型廃棄物処理施設高度処理事業費補助】 

 

３ 貸付事業は、貸付目的に沿い執行されており、貸付金は、県に対する負債とし

て適正に管理されていた。 

【財団法人佐賀県環境クリーン財団運営資金貸付】 
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【佐賀県公共関与型廃棄物処理施設整備資金貸付】 

 

 

監 査 意 見 

 

○ 収支状況のさらなる改善に努められたい。 

  団体が設置運営する公共関与型廃棄物処理施設は、平成２１年４月から本格稼

働しており、団体も収入増やコスト縮減に努め、現状は一定の収益を計上してい

る状況にある。しかしながら、今後は、施設整備時の県からの貸付金（約２３億

円、償還期限：平成３５年１２月末）の元金償還が平成２４年度から始まり、ま

た、一定期間経過後は機器の補修等も予想されるところであり、団体は、収支状

況をさらに改善していくことが、喫緊の課題となっている。 

  廃棄物処理量の増加や単価アップなど収入増加に積極的に取り組むとともに、

コスト縮減をさらに徹底されたい。 

 

 

団 体 名   公益財団法人佐賀国際重粒子線がん治療財団 

所 在 地   鳥栖市本通町一丁目８０２番地３ 

監査執行年月日 平成２３年 ６月２４日 

監 査 執 行 者   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産        １６，０００，０００円 

出 資 額        １０，０００，０００円 

出 資 率              ６２．５％ 

補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県九州国際重粒子線がん治療センター 

開設費補助 

 補助事業費       ６０１，７６９，８７０円 

 補助金交付額       ６００，０００，０００円 

所 管 課   粒子線治療普及グループ 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）事業計画等に係る機関決定の在り方で、検討を要するものがあった。 

   平成２３年３月に開催された理事会で、特定目的資産への積立予算（２億

円）が承認されているが、年度末の寄附金収入が見込みより多く収入されたこ

とから、次期繰越収支差額を尐なくするため、決算整理手続きとして理事会の

承認額以上の積立が行われているものがあった。 

   団体の定款で、「事業計画及び収支予算並びに資金調達及び設備投資の見込

については、理事会の承認を得なければならない。」と規定されている。 

このため、適正な内部統制の在り方として、理事会の事前承認手続きを検討

されたい。 

  ＊第３回理事会（平成２３年３月２５日）         （単位：千円） 

積立金名称 積立金承認額 積立実績額 

開設費用準備資金 ２００，０００  ２３０，０００ 

装置・機器取得資金      ０ １６６，５０５ 

積立金
合計 ２００，０００ ３９６，５０
５ 
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（２）資金運用で、改善や検討を要するものがあった。 

① 団体の財産運用管理規程第７条で、予算編成を審議する理事会において資

金管理に関する事項を決定するよう規定されているが、決定がされていなか

った。 

 

② 基本財産及び特定資産が定期預金等で運用されているが、その運用期間が

１か月程度の短期運用となっていた。また、普通預金の残高が、１億円を超

えた期間が６か月以上あった。 

  基本財産及び特定目的資産については、長期の安全かつ有利な運用するこ

とで果実（運用利子）の増額に努められたい。 

 

（３）時間外勤務について、上司の承認が行われていないものがあった。 

   時間外勤務の申請について、本人印のみで承認されていた。上司の承認を受

けるように見直されたい。 

 

（４）貸借対照表について、公告されていなかった。 

   貸借対照表は、定款の規定に基づき、公告することが必要であるが、公告さ

れていなかった。 

 

（５）財務及び会計処理について、適正でないものがあった。 

   財務及び会計規程等に即した事務処理が行われていなかった。 

① 団体の財務及び会計規程第１１条第１項で、「理事長は、予算の編成にあ

たり具体的な考え方を示した方針（「予算編成方針」という。）を策定しな

ければならない。」と規定されているが、予算編成方針が文書で策定されて

いなかった。 

 

② 団体の財産運用管理規程第１３条で、取引金融機関の基準等が規定されて

いるが、新規の金融機関の口座開設に当たって、この基準等を満たしている

かどうかを確認した記録がなかった。 

 

③ 団体の職務権限規程第４条別表で、１件１００万円以上の契約締結の起案

者は、事務局長と規定されているにもかかわらず、事務局職員が起案者とな

っていた。 

 

④ 団体の会計実施規則第４０条第３号で、不動産の管理台帳の一つとして

「土地建物借用簿」を整備するよう規定されているが、作成されていなかっ

た。 

 

（６）会計処理に係る規程で、是正を要するものがあった。 

① 団体の財務及び会計規程第２３条で、新規の契約相手方について信用調査

を実施するよう規定されているが、実施されていないものがあった。規定の

適用範囲について見直しを検討されたい。 
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  ② 団体の会計実施規則第３１条で、領収書について、別紙様式として定める

旨を規定しているが、具体的に定められていなかった。 

 

  ③ 団体の会計実施規則第２８条で、手許に保有することができる小口現金に

ついては、別に定めると規定されているが、小口現金の取扱いに係る規程等

は、定められていなかった。 

 

 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行され

ていた。 

【佐賀県九州国際重粒子線がん治療センター開設費補助】 

 

 

団 体 名   地方独立行政法人佐賀県立病院好生館（佐賀県立病院好生館） 

所 在 地   佐賀市水ヶ江一丁目１２番９号 

監査執行年月日 平成２３年１０月１４日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  稲 富 正 敏 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産      ２，３１６，９７８，７４９円 

出 資 額     ２，３１６，９７８，７４９円 

出 資 率             １００．０％ 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県災害医療センター設備整備費補助 

 補助事業費        ２２，３０８，４３０円 

 補助金交付額        １４，７８３，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県医療施設耐震改修事業費補助 

 補助事業費     １，００５，３５９，０００円 

 補助金交付額        ８８，９２０，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県救命救急センター支援奨励金 

 補助事業費         ３，５００，０００円 

 補助金交付額         ３，５００，０００円 

補 助 事 業 名 
佐賀県がん診療連携拠点病院機能強化事業費 

補助 

 補助事業費        １４，０１６，３０２円 

 補助金交付額        １４，０００，０００円 

貸付金 

貸 付 事 業 名 地方独立行政法人佐賀県立病院好生館貸付 

貸付事業費 １１，５５３，３５１，３００円 

貸付金交付額 １，５２７，０００，０００円 

平成22年度末 

貸付残高 
１，５２７，０００，０００円 

貸 付 事 業 名 
地方独立行政法人佐賀県立病院好生館債権 

（平成元年度～平成22年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
２，４１８，００５，７８６円 

負担金 
負 担 事 業 名 県立病院移転改築事業負担金 

 負担事業費        ６２，７１６，０００円 
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 負担金交付額        ６２，７１６，０００円 

負 担 事 業 名 県立病院好生館運営費負担金 

 負担事業費 １，０９７，５５４，０００円 

 負担金交付額 １，０９７，５５４，０００円 

所 管 課   医務課、健康増進課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）団体の規則に定める内部監査について、実施されていなかった。 

   地方独立行政法人佐賀県立病院好生館内部監査規則第５条で、毎事業年度に

内部監査計画書を作成し、内部監査を実施することと規定されているが、内部

監査について、実施されていなかった。 

 

（２）公印印影刷込みの承認等の手続きが行われていなかった。 

   地方独立行政法人佐賀県立病院好生館公印規程第１２条で、事務処理上あら

かじめ公印印影刷込みが必要と認められるものは、事務部長に公印印影刷込み

承認願いを提出し承認を得ること、及び事務部長は承認をした場合は、公印刷

込み承認台帳に記載すること等が規定されている。しかしながら、公印印影刷

込みに係る承認等の一連の手続きについて、実施されていなかった。 

 

（３）未収金の回収及び整理並びに発生防止に引き続き努められたい。 

   未収金について、引き続き、その回収及び整理並びに発生防止に努められた

い。 

   ・ 未収金の額（納期到来分のみ） 

 金  
額 件 数 

平
２２年
末残高 １１４，
３９９，２４５円 １，５２５件
 

 
内 

 

訳 

現年度分 

（２２年度
） 
３５，４５５，７８
８円 ５８０件
 

 過年度分 

（２１年度以前分） 
 ７８，９４３，４５
７円 ９４５件 

      

（４）給食材料の検収で、不十分なものがあった。 

団体の契約事務取扱規則第２１条で、１００万円以下の契約においては、検

査職員は、直ちに検査調書を作成するか、若しくは、納品書等に検査済の旨及

び検査年月日を記入し、記名押印を行うよう規定されている。 

給食材料において、業者から納品された際に、栄養管理科職員が受領確認し

ているにもかかわらず、納品書に受領確認の記録がないものがあった。 

 

（５）領収記録が、保存されていなかった。 

団体の会計規程第２６条第２項で、口座振込その他金融機関を通じて支払う

場合には、当該金融機関の発行する振込通知書その他正当な書類をもって、領

収書に代えることができると規定されている。 

平成２２年度からインターネットバンキングによる支払を行っているが、領
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収書に代えるためのインターネットバンキングで入手できる支払記録（受取人

名、金融機関名等）を保存していなかった。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善

を要するものが見受けられた。 

【佐賀県がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助金関係】 

（１）実績報告書の提出が、遅延していた。 

補助金交付要綱で、翌年度の４月１０日までに実績報告書を提出するよう規

定されているが、提出が遅延していた。 

 

補助金概算払交付日： 平成２３年３月３１日 

実績報告書提出日 ： 平成２３年６月２７日 

 

３ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行され、県に対す

る負債として適正に管理されていた。 

【地方独立行政法人佐賀県立病院好生館貸付】 

【地方独立行政法人佐賀県立病院好生館債権】 

 

４ 負担事業は計画どおり完了し、交付された負担金は、負担目的に沿い執行され

ていた。 

【県立病院移転改築事業負担金】 

【県立病院好生館運営費負担金】 

 

 

 

団 体 名   財団法人佐賀県生活衛生営業指導センター 

所 在 地   佐賀市白山一丁目２番１３号 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ７日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産         ５，０００，０００円 

出 資 額         ２，０００，０００円 

出 資 率              ４０．０％ 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県生活衛生指導助成事業補助 

 補助事業費        １３，０７５，１６９円 

 補助金交付額        １３，０７５，０００円 

所 管 課   生活衛生課 

 

監 査 の 結 果 

 

 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）非常勤職員の年次有給休暇に係る規定が、整備されていなかった。 

労働基準法第３９条第３項に基づく短時間労働者への年次有給休暇の取得に

関する規定が、就業規則に整備されていなかった。 

 

（２）退職給与引当金の造成について、不十分なものがあった。 

   事務局長に係る退職給与引当預金が造成されていなかった。 
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（３）事業の執行で、適正でないものがあった。 

クリーニング師研修会開催事業について、団体の予算に計上しないまま事業

を行い、決算にも計上していなかった。 

 

（４）経理事務において、適正でないものがあった。 

   健康保険料等の平成２３年３月分の事業主負担については、同年４月に支払

われているが、決算において、未払金として計上すべきところ、預り金として

計上されていた。 

 

 

２ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善

を要するものが見受けられた。 

【佐賀県生活衛生指導助成事業補助金関係】 

（１）超過勤務手当の支給について、適正でないものがあった。 

超過勤務手当については、職員給与規程に基づいた正当な単価で支出すべき

ところ、県の補助金の範囲内で減額調整して支出されているものがあった。 

 

 

監 査 意 見 
 

○ 専務理事の選任について 

   団体の寄附行為では、「理事は互選により、理事長１名、副理事長２名、 

専務理事１名を定める。」と規定されている。 

専務理事の設置については、平成１７年度から欠員となっており、処務規程

の附則を根拠に、専務理事の権限を事務局長等に代行させた取扱いとなってい

る。 

公益法人への移行に向け、団体運営に支障がないよう、早急に検討された

い。 

 

 

団 体 名   財団法人佐賀県国際交流協会 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ４日 

監 査 執 行 者   監査委員  三 竿 博 史       

財政的援助内容 出資金 

基 本 財 産       ３５２，００１，０８７円 

出 資 額       ２５６，６３４，８５８円 

出 資 率              ７２．９％ 

所 管 課   国際交流課 

 

監 査 の 結 果 

 

経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）預託台帳の様式が、定められておらず、預託台帳も作成されていなかった。 

   財団法人佐賀県国際交流協会資産管理規程第４条に規定する預託台帳の様式

が、定められておらず、預託台帳も作成されていなかった。 
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団 体 名   財団法人佐賀県地域産業支援センター 

所 在 地   佐賀市鍋島町大字八戸溝１１４番地 

監査執行年月日 平成２３年１０月３１日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産          ８，０２３，９４３円 

出 資 額         ８，０００，０００円 

出 資 率              ９９．７％ 

補助金 

補 助 事 業 名 
財団法人佐賀県地域産業支援センター運営費 

補助 

 補助事業費        ５９，４５０，８１０円 

 補助金交付額        ５８，６７７，８３１円 

補 助 事 業 名 佐賀県地域産業支援対策事業費補助 

 補助事業費        ２８，７５２，２２５円 

 補助金交付額        ２７，５８６，４２５円 

補 助 事 業 名 佐賀県技術振興等補助 

 補助事業費        １６，４８１，８９１円 

 補助金交付額        １６，４８１，８９１円 

損失補償 

損失補償事業名 
佐賀県小規模企業者等設備導入資金貸付事業 

損失補償 

平成22年度末 

補償残高 
      ５１２，１５５，０００円 

貸付金 

貸 付 事 業 名 

佐賀県小規模企業者等設備導入資金（設備貸与 

事業資金）貸付 

（平成15年度～平成22年度貸付） 

貸付事業費   １５６，２３０，０００円 

貸付金交付額    ７７，８１０，０００円 

平成22年度末 

貸付残高 
  ５７４，４１６，０００円 

貸 付 事 業 名 
さが農商工連携応援基金事業資金貸付 

（平成21年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
２，０１０，０００，０００円 

貸 付 事 業 名 
さが中小企業応援基金事業資金貸付 

（平成20年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
１，０５０，０００，０００円 

貸 付 事 業 名 

佐賀県小規模企業者等設備導入資金（設備資金 

貸付事業資金）貸付 

（平成15年度、平成16年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
   １３，９４０，０００円 

貸 付 事 業 名 
創造的中小企業創出支援事業費貸付 

（平成13年度、平成15年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
       ６５，５００，０００円 
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負担金 

負 担 事 業 名 
中小企業勤労者福祉サービスセンター事業 

運営費負担金 

 負担事業費        ４８，９６０，２６１円 

 負担金交付額         ４，０００，０００円 

公の施設の

管   理 

施 設 名 佐賀県地域産業支援センター 

 委 託 額         ６，８１６，０００円 

施 設 名 佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 

 委 託 額       ３２４，０５６，０００円 

所 管 課   新エネルギー・産業振興課、雇用労働課、商工課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）委託事業の執行に当たり、業務に必要な経費について概算払による資金の確

保を検討されたい。 

   団体は、国、県から委託を受けて事業を実施しているが、事業費の支払資金

を捻出するため、多額の資金を金融機関からの短期借入金で賄っている。 

   国、県との委託契約書では、業務に必要な経費は概算払ができる規定となっ

ていることから、概算払を活用して支払資金を確保する方法を検討されたい。 

 

（２）委託金の請求方法について、検討を要するものがあった。 

   県からの受託事業について、委託金は精算払で受領しているが、委託料には

当該研究に従事する研究員の人件費が含まれていることから、概算払で受領で

きるよう請求方法を検討されたい。   （シンクロトロン特別会計関係） 

 

（３）基金引当資産（技術振興基金）の管理で検討を要するものがあった。 

   基金引当資産（技術振興基金）の管理については、全額普通預金で管理され

ていた。安全かつ有利な資金運用の方法を検討されたい。 

 

 

２ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善

を要するものが見受けられた。 

【佐賀県技術振興等補助金関係】 

（１）備品管理が適正でないものがあった。 

佐賀県技術振興等補助金（さが機能性・健康食品開発拠点整備事業）で購入

したパソコンが、備品台帳に記載されていなかった。 

 

（２）支出事務に関する取扱い及び備品管理が適正でないものがあった。 

佐賀県技術振興等補助金（さが機能性・健康食品開発拠点整備事業）で購入し

た看板の費用を消耗品費で支出していたため、備品台帳に看板の記載がなかっ

た。 

 

（３）補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額確定に伴う報告書が提出

されていなかった。 

   補助金交付要綱第９条で、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税
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額が確定した場合には、速やかに知事に報告することと規定されているが、報

告書が提出されていなかった。 

 

 

３ 貸付事業は計画どおり完了し、貸付金は、貸付目的に沿い執行され、県に対す

る負債として適正に管理されていた。 

【佐賀県小規模企業者等設備導入資金（設備貸与事業資金）貸付】 

【さが農商工連携応援基金事業資金貸付】 

【さが中小企業応援基金事業資金貸付】 

【佐賀県小規模企業者等設備導入資金（設備資金貸付事業資金）貸付】 

【創造的中小企業創出支援事業費貸付】 

 

 

４ 負担事業は計画どおり完了し、交付された負担金は、負担目的に沿い執行され

ていた。 

【中小企業勤労者福祉サービスセンター事業運営費負担金】 

 

 

５ 公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行の一部に是

正又は改善を要するものが見受けられた。 

【佐賀県地域産業支援センター関係】 

（１）指定管理業務について、決算書類で収入内容がわかるような整理を検討され

たい。 

   指定管理業務について、決算書類では、支出は一般会計の「支援センター管

理受託事業支出」にまとめて整理されているが、収入は、指定管理業務以外の

収入と合せて整理されているものもある。指定管理業務についての収入内容が

わかるよう、決算書類の整理を検討されたい。 

 

 

監 査 意 見 

 

【佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター関係】 

○ 施設の利活用向上について 

   センター開業後５年を経過し、施設整備については、施設の増築と県が計画

した県有ビームライン（６本）の整備が平成２２年度で終了している。 

   今後は、九州新幹線鹿児島ルートが開業したこともあり、交通の要衝とし

て、地の利を活かした積極的な営業活動を行い、九州内の企業等に専用ビーム

ラインの設置要請や更なる利用推進を図り、利用料金の増収に努められたい。 
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団 体 名   佐賀県信用保証協会 

所 在 地   佐賀市松原一丁目２番３５号 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ６日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産    １０，３５２，２８３，５３３円 

出 資 額     ２，７００，０２１，０００円 

出 資 率              ２６．１％ 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県信用保証料補給費補助 

 補助事業費       １４５，４０３，４３８円 

 補助金交付額       １４５，４０３，４３８円 

損失補償 

損失補償事業名 佐賀県中小企業信用保証損失補償 

 補償事業費       ４１６，０５６，７３５円 

 補償金交付額       １７６，９６８，８６９円 

平成22年度末 

補償残高 
    ６，７５７，０８０，０００円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

２ 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行され

ていた。 

【佐賀県信用保証料補給費補助】 

 

３ 損失補償事業は計画どおり完了し、補償金は目的に沿い執行されていた。 

【佐賀県中小企業信用保証損失補償】 

 

 

 

団 体 名   佐賀県漁業信用基金協会 

所 在 地   佐賀市西与賀町大字厘外８２１番地２ 

監査執行年月日 平成２３年１０月２８日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産       ６２２，５５０，０００円 

出 資 額       ２３６，８５０，０００円 

出 資 率              ３８．０％ 

損失補償 

損失補償事業名 
漁協等経営基盤強化対策事業支援資金融資関連 

損失補償 

平成22年度末 

補償残高 
      １９１，１００，０００円 

所 管 課   生産者支援課 

 

監 査 の 結 果 

 

 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）公印の取扱いで、適正でないものがあった。 

団体の公印取扱規程第２条で、公印として、理事長印、協会印及び監事印が
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規定されているが、同規程を見直すことなく、「保証審査委員会委員長印」に

ついて、公印管理簿を作成し、公印として管理されていた。 

 

（２）違約金で、徴収されていないものがあった。 

平成２１年度内に納付期日を設定し、平成２２年度に納付された未収保証料

について、業務方法書第１９条第３項に基づく違約金を徴していなかった。 

 

 

 

団 体 名   社団法人佐賀県玄海栽培漁業協会    

所 在 地   唐津市相賀字神田５９番地２ 

監査執行年月日 平成２３年１０月２０日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産         ６０，０００，０００円 

出 資 額        ２０，０００，０００円 

出 資 率              ３３．３％ 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県回遊性資源増大パイロット事業費補助 

 補助事業費        １５，８９５，９４６円 

 補助金交付額        １０，２６２，０００円 

負担金 

負 担 事 業 名 社団法人佐賀県玄海栽培漁業協会会費負担 

 負担事業費        １５，０００，０００円 

 負担金交付額         ６，２５０，０００円 

所 管 課   水産課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）会計帳簿の編さんについて、適正でないものがあった。 

   総勘定元帳が、一般会計と特別会計に分けずに両会計をまとめた形で編さん

されていた。 

 

（２）過年度事業未収金（売掛金）の解消に努力されたい。 

 

   平成２２年度末未収金残高 １０，５７０，８２５円 

           うち、過年度分 ９１４，５００円 

内訳 平成１９年度分 ２１１，０００円 

平成２０年度分 ２３１，０００円 

平成２１年度分 ４７２，５００円 

 

（３）種苗生産に係る配布種苗の価格（単価）決定の資料が保存されていなかっ

た。 

   団体の種苗生産配布要領第５で、「配布種苗の価格（単価）は総会で定め

る。会員以外に対する価格は、正会員価格を基準に協会の事務局長が定め

る。」と規定されているが、価格決定の資料が保存されていなかった。 
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（４）決算資料の表記について、適正でないものがあった。 

   決算資料として作成された収支計算書の表記で、一般会計の他会計貸付金の

支出額及び回収額とパイロット事業会計の他会計貸付金の支出額及び回収額が

一致していなかった。 

 

 

２ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善

を要するものが見受けられた。 

【佐賀県回遊性資源増大パイロット事業費補助金関係】 

（１）補助事業の執行で、適正でないものがあった。 

  ① 会計内規第６条で、予算を執行しようとするときは、１件毎に予算執行伺

いを作成し、決裁を受けることと規定されているが、同内規上、様式を具体

的に規定していないこともあり、事前の決裁を経ずに執行している契約があ

った。また、契約書の作成について、法人内で統一されていなかった。 

 

② 会計内規第８条第２項で、単一業者との随意契約によることができるの

は、契約金額が１０万円を超えない場合の他、地域的特殊事情等により相手

方が特定される場合に限ると規定されているが、契約金額が１０万円を超

え、単一業者との随意契約により契約締結を行っているものについて、その

理由が整理、記録されていないものがあった。 

 

③ 納品検収の記録がないまま、支払われているものがあった。 

 

  ④ 実績報告書で、カサゴの放流に係る賃金（８８８，０００円）を補助対象

経費として記載していたが、従事者や従事時間などの積算根拠が明確でなか

った。 

 

（２）補助金の交付請求の時期で、検討を要するものがあった。 

   補助金交付要綱第７条で、補助金の概算払ができる旨規定され、補助対象経

費の種苗の購入費の支払時期までに、概算払による補助金交付を受けることが

可能であったにもかかわらず、種苗購入費の支払後に、補助金の概算払請求を

行っていた。このため、補助事業者は、一般会計から一時的な借入を行い、種

苗購入費の支払資金を確保するという不要な経理事務を行っていた。必要な資

金の確保のため、概算払制度を有効に活用するよう検討されたい。 

 

 

３ 負担事業はおおむね計画どおり完了し、交付された負担金は、負担目的に沿い

執行されていた。 

【社団法人佐賀県玄海栽培漁業協会会費負担】 
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団 体 名   財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成２３年１０月２５日 

監 査 執 行 者   監査委員  三 竿 博 史 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産       ６３７，８０５，０００円 

出 資 額       ６３７，８０５，０００円 

出 資 率             １００．０％ 

交付金 

交 付 事 業 名 佐賀県森林・林業・木材産業づくり交付金 

 交付事業費           ８６４，０００円 

 交付金交付額           ８６４，０００円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

２ 交付金事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）実績報告書の添付書類の記載内容で、不十分なものがあった。 

   実績報告書の添付書類である「森林整備・林業等振興推進交付金別紙Ｂ」に

おいて、事業の成果の記載がされていなかった。 

 

 

 

団 体 名   佐賀県土地開発公社 

所 在 地   佐賀市城内一丁目６番５号 

監査執行年月日 平成２３年 ９月３０日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧  

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産         ３０，０００，０００円 

出 資 額        ３０，０００，０００円 

出 資 率             １００．０％ 

貸付金 

貸 付 事 業 名 
吉野ヶ里ニュー・テクノパーク造成事業資金貸付 

（平成2年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
３，３７０，０００，０００円 

所 管 課   土地対策課、企業立地課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）財務諸表の財産目録において誤りがあった。 

   固定資産の「投資その他の資産における投資有価証券」に係る金額の記載を

誤っていた。 

             

（２）会計規程の遵守や見直しを要するものがあった。 

   佐賀県土地開発公社会計規程に誤りがあるものや、同規程に沿った事務処理

が行われていないものがあった。 
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２ 貸付事業は、貸付目的に沿い執行されており、貸付金は、県に対する負債とし

て適正に管理されていた。 

【吉野ヶ里ニュー・テクノパーク造成事業資金貸付】 

 

 

 

団 体 名   佐賀県住宅供給公社 

所 在 地   佐賀市城内一丁目６番５号 

監査執行年月日 平成２３年 ９月３０日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧  

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産         ５，０００，０００円 

出 資 額         ５，０００，０００円 

出 資 率             １００．０％ 

貸付金 

貸 付 事 業 名 
佐賀県住宅供給公社経営支援資金貸付 

（平成18年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
１，１００，０００，０００円 

所 管 課   建築住宅課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）廃止された組織について、設置要領に規定されたままとなっていたものがあ

った。 

   佐賀県住宅供給公社住宅管理課分室設置要領により、団体の住宅管理課分室

の設置が規定されているが、鳥栖分室は平成２１年度に廃止され、分室の組織

は全て廃止されているにもかかわらず、当設置要領は廃止されておらず、鳥栖

分室の設置についても規定されたままとなっていた。 

 

 

２ 貸付事業は、貸付目的に沿い執行されており、貸付金は、県に対する負債とし

て適正に管理されていた。 

【佐賀県住宅供給公社経営支援資金貸付】 

 

 

監 査 意 見 

 

 

 

 

 

 

○ 住宅供給公社の最終損失の縮小に向けた取組の推進について 

  団体においては、住宅供給を取り巻く環境の変化等もあり、平成１７年

１０月に「佐賀県住宅供給公社経営改革計画」が策定され、保有する分譲地の早

期完売と完売時の団体の解散、完売目標時（平成３５年度）の最終損失２０億円

等が計画されており、この計画に基づき、経営改革が進められてきたところであ

る。 

現状は、分譲地販売が計画以上に進み、最終損失額のかなりの縮小も見込まれ

る状況にある。引き続き分譲地の早期完売に努めるなど、最終損失の縮小に向け

た取組を積極的に推進されたい。 
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団 体 名   財団法人嘉瀬川水辺環境整備センター 

所 在 地   佐賀市鍋島町大字蛎久字岸川１５０２番地の２先 

監査執行年月日 平成２３年１０月１８日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧 

財政的援助内容 出資金 

基 本 財 産        １０，０００，０００円 

出 資 額         ５，０００，０００円 

出 資 率              ５０．０％ 

所 管 課   河川砂防課 

 

監 査 の 結 果 

 

経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は改

善を要するものが見受けられた。 

（１）契約事務について、適正でないものがあった。 

  会計規程で、契約方法は「佐賀県が行う契約の例による。」と規定されてい

るにもかかわらず、契約書が作成されず請書で処理されているものがあった。 

 

 

 

団 体 名   財団法人佐賀県緑化流通センター 

所 在 地   佐賀市高木瀬町東高木７６４－１ 

監査執行年月日 平成２３年１０月１８日 

監 査 執 行 者   監査委員  三 竿 博 史 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産        ２０，０００，０００円 

出 資 額         ５，０００，０００円 

出 資 率              ２５．０％ 

公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県緑化センター 

 委 託 額         ４，２９２，０００円 

所 管 課   森林整備課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

２ 公の施設の管理は、おおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に

是正又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）協定書に定める個人情報の管理体制等報告書が、提出されていなかった。 

管理運営に関する協定書の別記２の個人情報取扱特記事項第２に規定する個

人情報の管理体制等報告書が、県に提出されていなかった。 

 

（２）指定管理業務について、決算書類で収支内容がわかるよう整理されたい。 

   指定管理業務の収支について、決算書類では、事業実施会計の委託事業のな

かで、他の公益事業とまとめて整理されている。指定管理業務については、決

算書類で収支内容についてもわかるよう整理されたい。 
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団 体 名   佐賀県道路公社 

所 在 地   佐賀市城内一丁目６番５号 

監査執行年月日 平成２３年 ９月３０日 

監 査 執 行 者   監査委員  池 田   巧 

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産     ９，８９０，０００，０００円 

出 資 額     ７，４９０，０００，０００円 

出 資 率              ７５．７％ 

債務保証 

債務保証事業名 
政府、公営企業金融公庫又は金融機関が佐賀県 

道路公社に融資する道路事業資金に対する債務保証 

平成22年度末 

保証残高 
    ８，４７０，４８３，５４８円 

貸付金 

貸 付 事 業 名 有料道路運営資金貸付（昭和54年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
  ４４９，７６２，９９２円 

所 管 課   道路課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められた。 

 

２ 貸付事業は、貸付目的に沿い執行されており、貸付金は、県に対する負債とし

て適正に管理されていた。 

 

 

 

団 体 名   財団法人佐賀県体育協会 

所 在 地   佐賀市日の出二丁目１番１１号 

監査執行年月日 平成２３年１０月２０日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄  

財政的援助内容 

出資金 

基 本 財 産       ３１８，６４５，４４４円 

出 資 額       １００，０００，０００円 

出 資 率              ３１．４％ 

補助金 

補 助 事 業 名 （財）佐賀県体育協会運営事業費補助 

 補助事業費        ７９，７７３，７４０円 

 補助金交付額        ７４，３２６，０００円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（国民体育大会 

第３０回九州ブロック大会派遣事業費補助） 

 補助事業費        ２２，６３３，３５３円 

 補助金交付額        ２２，６３３，３５３円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（第６５回国民体育 

大会派遣事業費補助） 

 補助事業費        ３３，８３９，３６２円 

 補助金交付額        ３３，８３９，３６２円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（第６６回国民体育 

大会冬季大会派遣事業費補助） 

 補助事業費         ４，０１９，９９５円 

 補助金交付額         ４，０１９，９９５円 
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公の施設の 

管 理 

施 設 名 
佐賀県総合運動場、佐賀県総合体育館、市村記念 

体育館 

 委 託 額       １８８，９０２，０００円 

所 管 課   体育保健課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 経営に係る事務の執行は、おおむね良好と認められたものの、一部に是正又は

改善を要するものが見受けられた。 

（１）スポーツ振興基金について、不適正な取扱いがあった。 

スポーツ振興基金の平成２１年度基金取崩し（県出捐分）については、団体

は県教育委員会の承認時に取崩し結果の報告が義務付けられていたにもかかわ

らず、県教育委員会への報告が遅れていた。 

   また、基金取崩しのうち、平成２１年度国民体育大会派遣費用の執行残額

は、平成２２年度にスポーツ振興基金に繰入されていたが、繰入額の帰属が明

確に処理されていなかった。 

 

（２）賛助会員制度導入について、対応方針を検討されたい。 

   賛助会員制度導入を、平成２１年６月の理事会で決定しているが、実現でき

ていない状況である。賛助会員制度導入について、対応方針を検討されたい。 

 

（３）特定資産の処分において、寄附行為に即した処理がなされていないものがあ

った。 

   決算において、特定資産のうち退職給与引当資産を全額処分し、流動資産に

繰り入れられていたが、団体の寄附行為第１３条に基づく理事会及び評議員会

の議決並びに教育委員会の承認を得ていなかった。 

 

（４）会計処理で、適正でないものがあった。 

流動資産の普通預金のうち、一部を未収金として計上したものがあった。 

 

 

２ 補助事業はおおむね計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い

執行されていた。 

【（財）佐賀県体育協会運営事業費補助】 

【各種競技大会派遣事業費補助 

（国民体育大会第３０回九州ブロック大会派遣事業費補助）】 

【各種競技大会派遣事業費補助 

（第６５回国民体育大会派遣事業費補助）】 

       【各種競技大会派遣事業費補助 

（第６６回国民体育大会冬季大会派遣事業費補助）】 

 

 

３ 公の施設の管理はおおむね適正に行われていた。 

【佐賀県総合運動場、佐賀県総合体育館、市村記念体育館】 
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２ 補助金等交付団体 

 

団 体 名   学校法人鳥栖学園（駒鳥幼稚園、布津原幼稚園） 

所 在 地   鳥栖市土井町２６２番地２ 

監査執行年月日 平成２３年 ８月 ４日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県私立幼稚園運営費補助 

 補助事業費       １３５，９５３，０４６円   

 補助金交付額        ５５，５８４，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県私立幼稚園預かり保育推進事業費補助 

 補助事業費         ３，４３２，４１６円 

 補助金交付額         ３，２１９，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県私立幼稚園特別支援教育費補助 

 補助事業費        １５，８６５，２４５円 

 補助金交付額         ３，３１２，０００円 

所 管 課   こども未来課 

 

監 査 の 結 果 

 

 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

団 体 名   学校法人光生学園（光生幼稚園・神埼幼稚園） 

所 在 地   佐賀市兵庫町大字瓦町３８３番地 

監査執行年月日 平成２３年 ８月 ２日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県私立幼稚園運営費補助 

 補助事業費       １１５，６６４，０５１円 

 補助金交付額        ５４，９７９，０００円 

所 管 課   こども未来課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を 

要するものが見受けられた。 

 

（１）補助金交付申請書及び実績報告書で、適正でないものがあった。 

   補助金交付申請書添付の収支予算書の支出予算額は、補助対象外経費を含め

ない額である旨記載されていたが、補助金交付要綱第４条別表で定められた補

助活動経費など補助対象外経費を含めて記載されていた。また、実績報告にお

いても同様の誤りがあった。 
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団 体 名 
  学校法人大隈記念早稲田佐賀学園 

（早稲田佐賀高等学校・早稲田佐賀中学校） 

所 在 地   唐津市東城内７番１号 

監査執行年月日 平成２３年１０月２５日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄  稲 富 正 敏 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県私立中学校・高等学校運営費補助 

 補助事業費       ４１２，９００，２６５円 

 補助金交付額        ７６，１６２，０００円 

所 管 課   こども未来課 

 

監 査 の 結 果 

 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

団 体 名   菖蒲自治会（菖蒲公民館） 

所 在 地   唐津市鎮西町菖蒲２９２０番地２ 

監査執行年月日 平成２３年 ７月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史  

 

財政的援助内容 

 
補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県廃棄物処理施設整備関連唐津市鎮西町 

地域振興特別助成 

 補助事業費        ２６，６９８，５００円 

補助金交付額  ６，６００，０００円 

所 管 課   循環型社会推進課 

 

監 査 の 結 果 

 

 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

（１）助成事業に係る経費が、補助事業者の予算及び決算に計上されていなかっ

た。 

   助成事業（公民館の建築）に係る経費が、補助事業者の予算及び決算に計上

されていなかった。 

 

 

 

団 体 名   株式会社ナラタ（白石リサイクルセンター） 

所 在 地   唐津市宇木４３５番地１ 

監査執行年月日 平成２３年 ７月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史  

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県リサイクル産業育成支援事業費補助 

 補助事業費        ４４，１００，０００円 

補助金交付額 １０，０００，０００円 

所 管 課   循環型社会推進課 
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監 査 の 結 果 

 

 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   株式会社三協環境開発 

所 在 地   武雄市北方町大字志久８１５番地１ 

監査執行年月日 平成２３年 ８月１１日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史  

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県産業廃棄物処理適正管理推進事業費補助 

 補助事業費         ６，６４７，６４８円 

補助金交付額  ３，０００，０００円 

所 管 課   循環型社会推進課 

 

監 査 の 結 果 

 

 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   社団法人佐賀県産業廃棄物協会 

所 在 地   佐賀市天神二丁目４―２３ 

監査執行年月日 平成２３年 ９月２０日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史  

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県電子マニフェスト等適正管理促進事業費補助 

 補助事業費         ４，０００，０００円 

補助金交付額  ４，０００，０００円 

所 管 課   循環型社会推進課 

 

監 査 の 結 果 

 

 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 在 地   佐賀市鬼丸町７番１８号 

監査執行年月日 平成２３年１０月１２日 

監 査 執 行 者   監査委員  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）補助 

 補助事業費        ２８，５０７，６９０円 

 補助金交付額        ２５，１３０，０００円 

補 助 事 業 名 
佐賀県セーフティネット支援対策等事業費 

補助（地域福祉増進事業費） 

 補助事業費        ７９，１３７，４９６円 

 補助金交付額        ７１，２１０，０００円 
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補 助 事 業 名 佐賀県生活福祉資金貸付事業相談員設置費補助 

 補助事業費        ３７，６９３，０００円 

 補助金交付額        ３７，６９３，０００円 

所 管 課   地域福祉課 

 

監 査 の 結 果 

 

１ 補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善

を要するものが見受けられた。 

 

【佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）補助金関係】 

（１）補助金交付要綱に定める取扱いで、交付条件どおりに実施されていないもの

があった。 

   補助対象である常勤役員が年度中に交代されているが、補助金交付要綱に定

める知事への協議記録が保存されていなかった。  

 

 

【佐賀県セーフティネット支援対策等事業費補助金関係】 

（１）貸付金に係る収入未済額の解消に努められたい。 

・ 生活福祉資金貸付金 

   平成２２年度末償還滞納額  ３３８，１００，４２３円 

・ 臨時特例つなぎ資金 

      平成２２年度末償還滞納額      ９４３，８２０円 

 

（２）委託契約書の契約締結日が記載されていないものがあった。 

   日常生活自立支援事業の一部業務が、佐賀市、唐津市、鳥栖市、伊万里市及

び鹿島市の各社会福祉協議会へ委託されているが、唐津市を除く社会福祉協議

会との委託契約書において、契約締結年月日の記載がなかった。 

 

 

【佐賀県生活福祉資金貸付事業相談員設置費補助金関係】 

（１）補助事業の執行について、適正でないものがあった。 

      事業主体は、補助事業者であり、補助金交付要綱で、市町分については市町

社会福祉協議会に委託する経費と定められているが、補助金として交付されて

いた。 

 

（２）補助金の請求方法について、検討を要するものがあった。 

   平成２２年４月に当初交付決定を受けているにもかかわらず、補助金は、平

成２３年１月で変更交付決定を受けた後、平成２３年２月に全額概算払で受領

していた。当該補助金は人件費補助も含まれることから、補助事業が効果的に

機能し、補助事業者の負担軽減を図るためにも、補助金の概算払請求方法等を

検討されたい。 
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団 体 名   医療法人透現（介護老人保健施設白い石） 

所 在 地   杵島郡白石町遠ノ江１８７番地１３ 

監査執行年月日 平成２３年 ６月２９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 

佐賀県介護基盤緊急整備等特別対策事業（既存 

施設のスプリンクラー整備支援特別対策事業） 

補助 

 補助事業費        ４６，５４４，８０４円 

 補助金交付額        ４６，５４４，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名 
  社会福祉法人聖仁会 

（軽費老人ホーム（ケアハウス）すみれ園、特別養護老人ホームすみれ園） 

所 在 地   杵島郡大町町大字福母３０３1番地１ 

監査執行年月日 平成２３年 ８月１１日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史  

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助事業費        １９，２４７，０５６円 

 補助金交付額        １２，７２２，０００円 

補 助 事 業 名 

佐賀県介護基盤緊急整備等特別対策事業（既存 

施設のスプリンクラー整備支援特別対策事業） 

補助 

 補助事業費        ４０，６８７，５００円 

 補助金交付額        ４０，６８７，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

  

 

 

団 体 名 
  社会福祉法人真栄会 

（軽費老人ホーム（ケアハウス）ゆとり、特別養護老人ホームこすもす苑） 

所 在 地   神埼市千代田町詫田９８３番地 

監査執行年月日 平成２３年 ８月１７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史  

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助事業費        １７，０５６，０１１円 

 補助金交付額        １３，１５６，０００円 
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補 助 事 業 名 

佐賀県介護基盤緊急整備等特別対策事業（既存 

施設のスプリンクラー整備支援特別対策事業） 

補助 

 補助事業費        ４０，５７５，５７８円 

 補助金交付額        ３９，３３８，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

 

【佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金関係】 

（１）利用者の収入認定において、適正でないものがあった。 

利用者から徴収される事務費徴収額は、本人の前年の対象収入によって決定

され、この対象収入は、前年の収入から必要経費を控除し算定されるが、必要

経費の取扱いが誤っているものがあった。 

収入認定については、適正に実施されたい。 

  

 

 

団 体 名 
  社会福祉法人清水福祉会 

（軽費老人ホーム（ケアハウス）アミジア、養護老人ホームけいこう園） 

所 在 地   小城市小城町８２０番地 

監査執行年月日 平成２３年 ９月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史  

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助事業費        ４５，５８６，７６８円 

 補助金交付額        ２６，７４２，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県老人福祉施設等施設整備費補助 

 補助事業費       １９０，９０８，３１１円 

 補助金交付額       １４０，２１０，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

 

【佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金関係】 

（１）利用者の収入認定において、適正でないものがあった。 

   県では、遡及して支払われた年金については、利用者の収入には含めないこ

とと通知していたが、収入として認定されていたため、利用者からの事務費徴

収額を過大に徴収しているものがあった。 
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団 体 名 
  社会福祉法人恩賜財団済生会支部佐賀県済生会 

（軽費老人ホーム（ケアハウス）寿楽荘） 

所 在 地   唐津市西旗町８１７番地 

監査執行年月日 平成２３年 ９月 ８日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助事業費        ４６，６８５，４６２円 

 補助金交付額        ３２，５８７，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   社会福祉法人凌友会（軽費老人ホーム（ケアハウス）はがくれの郷） 

所 在 地   佐賀市久保泉町大字川久保１９８６番地 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ３日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助事業費        ４８，５０２，３７１円 

 補助金交付額        ２９，６４９，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   社会福祉法人天寿会（軽費老人ホーム（ケアハウス）大地） 

所 在 地   多久市北多久町大字小侍１３２番地６ 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ５日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助事業費        ４３，５９０，８４０円 

 補助金交付額        １８，８５２，０００円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

 

（１）補助金の返還を要するものがあった。 

  ① 利用者の対象収入の認定事務で、誤りがあった。 

佐賀県軽費老人ホーム事務費補助事業の補助金額は、補助対象の事務 

費の実支出額と県の要綱に基づき算定された事務費の年間合算額（事務費基
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準額）とのいずれか尐ない方の額から、本人から徴収した事務費徴収額（以

下「サービス提供料」という。）を控除し得られた額を基本とし、決定され

る。利用者本人から徴収されるサービス提供料は、本人の前年の対象収入に

よって決定されるが、対象収入の確認において誤りがあり、その結果、サー

ビス提供料が過尐となり、補助金を過大に受領していた。 

このため、補助金の返還を要することとなっていた。収入認定は厳格に実

施されたい。 

 

  ② 民間施設給与等改善額の加算率の算定で、誤りがあった。 

勤続年数の記載誤りや平均年数の算定（端数処理）を誤っているものがあ

った。更に、算定表の様式を取り違えて作成していたため、民間施設給与等

改善費を過大に算定し、補助金を過大に受領していた。 

このため、補助金の返還を要することになっていた。 

 

 

 

団 体 名 

  社会福祉法人若楠 

（重症心身障害児施設若楠療育園、知的障害者入所（通所）授産施設青葉園、共同

生活援助（介護）事業所青葉ホーム、知的障害者入所更生施設若木園、知的障害

者通所授産施設どんぐり村） 

所 在 地   鳥栖市弥生が丘二丁目１３４番地 

監査執行年月日 平成２３年 ７月１９日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県障害者自立支援基金特別対策事業費（基盤整

備事業等）補助 

 補助事業費        ２２，１９２，３８０円 

 補助金交付額        ２０，０００，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県障害福祉関係施設整備費補助 

 補助事業費        ４５，２０２，５００円 

 補助金交付額        １９，０００，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業助成 

 補助事業費        １８，９１１，４９７円 

 補助金交付額        １８，８４３，３７５円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業はおおむね計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又

は改善を要するものが見受けられた。 

 

【佐賀県障害福祉関係施設整備費補助金関係】 

（１）事業の執行で、補助金交付要綱に定める工事着工報告書、工事進捗状況報告

書が提出されていないものがあった。 
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団 体 名 

  社会福祉法人めぐみ厚生センター 

（知的障害者入所更生施設めぐみ園、富士学園、児童デイサービス事業所 

はっぴい、生活介護事業所どりぃむ、ウイズ富士、共同生活援助（介護） 

事業所ピースハイム金立） 

所 在 地   佐賀市緑小路１番３号 

監査執行年月日 平成２３年１０月１７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県障害者自立支援基金特別対策事業費（基盤整

備事業等）補助 

 補助事業費        ４２，０５５，０１８円 

 補助金交付額        ２０，０００，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業助成 

 補助事業費        １９，３３９，０００円 

 補助金交付額        １８，６４４，７５７円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名 

  社会福祉法人東方会 

（障害者支援施設瑠璃光苑、生活介護事業所デイサポート瑠璃光苑、 

就労継続支援Ｂ型事業所Ｊｏｂセンターピシャツと） 

所 在 地   伊万里市二里町大里乙４０３番地１ 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ３日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業助成 

 補助事業費        １３，５６７，３１７円 

 補助金交付額        １３，４８１，２２３円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

団 体 名   社会福祉法人あやめ会 

（生活介護事業所、就労移行支援事業所、就労継続支援Ｂ型事業所太陽社） 

所 在 地   唐津市久里２０７３番地２ 

監査執行年月日 平成２３年１０月１１日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県脱石油・省資源型設備導入費補助 

 補助事業費        １５，７５０，０００円 

 補助金交付額         ４，１２５，０００円 
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所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

（１）理事会等での承認がないまま、補助金交付申請が行われていた。 

   理事会及び評議員会で事業計画について承認を得ないまま、補助金交付申請

が行われていた。 

法人の意思決定を行ったうえで、補助金の交付申請を行われたい。 

 

（２）補助金交付申請書が、提出期限後に提出されていた。 

補助金交付申請書の日付が、提出期限日の日付に遡って提出されていた。 

 

 

 

 

団 体 名   特定非営利活動法人つくしのさと（共同生活援助事業所つくしんぼ） 

所 在 地   武雄市北方町大字志久１２４１番地４ 

監査執行年月日 平成２３年１０月１４日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県障害者就労訓練設備等整備事業補助 

（グループホーム等改修事業） 

 補助事業費         ７，８００，０００円 

 補助金交付額         ４，５００，０００円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   社会福祉法人鹿爽会（共同生活介護事業所ホームさわやか） 

所 在 地   鹿島市浜町甲３８２９番地９ 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県障害福祉関係施設整備費補助 

 補助事業費        ３５，３４３，０００円 

 補助金交付額        ２０，５００，０００円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 
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団 体 名   社会福祉法人このめ会（就労継続支援Ｂ型事業所このめの里） 

所 在 地   嬉野市嬉野町大字下宿甲２０９４番地１５ 

監査執行年月日 平成２３年１０月１９日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県就労継続支援事業大規模生産設備整備 

事業補助 

 補助事業費        ２８，２９７，８８５円 

 補助金交付額        ２８，２９７，０００円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名 

  社会福祉法人慈光会 

（知的障害者援護施設あすなろの里、就労継続支援Ｂ型事業所やきものの里、共

同生活介護事業所楠風の里） 

所 在 地   西松浦郡有田町二ノ瀬甲１２３０番地１ 

監査執行年月日 平成２３年 ８月１８日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県就労継続支援事業大規模生産設備整備 

事業補助 

 補助事業費        ２５，７６９，８５０円 

 補助金交付額        ２４，５００，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業助成 

 補助事業費         ９，３２０，４７９円 

 補助金交付額         ８，９１４，３５４円 

所 管 課   障害福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名 
  医療法人唐虹会（旧医療法人唐虹会進藤病院） 

  （虹と海のホスピタル） 

所 在 地   唐津市原１０１５番地 

監査執行年月日 平成２３年 ６月２４日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県医療施設耐震改修事業費補助 

 補助事業費       ５２７，１６３，５３５円 

 補助金交付額       １４７，３３１，０００円 

所 管 課   医務課 
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監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   医療法人春陽会（上村病院愛里巣保育所） 

所 在 地   佐賀市兵庫町大字渕１９０３番地１ 

監査執行年月日 平成２３年 ６月１６日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県病院内保育所運営事業費補助 

 補助事業費        ２６，４９５，８４７円 

 補助金交付額 ４，９６９，０００円 

所 管 課   医務課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   社団法人緑生館（医療福祉専門学校緑生館） 

所 在 地   鳥栖市西新町１４２８番地の５６６ 

監査執行年月日 平成２３年１０月１７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県看護師等養成所運営費補助 

 補助事業費       １９１，７２７，７０１円 

 補助金交付額        １６，７４６，０００円 

所 管 課   医務課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

（１）給与規程で、改正を要するものがあった。 

   給与規程第２１条(役職手当)に規定する別表４が定められていなかった。別

表４を定める等、給与規程を整備されたい。 

 

 

 

団 体 名   社団法人巨樹の会（新武雄病院） 

所 在 地   山口県下関市今浦町９番６号 

監査執行年月日 平成２３年１０月１９日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県新型インフルエンザ患者入院医療機関設備 

整備事業費補助 

 補助事業費         ３，８８６，７００円 

 補助金交付額         ３，８８６，０００円 



 

- 50 - 

所 管 課   健康増進課 

 

監 査 の 結 果 
 

 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

団 体 名   千寿製薬株式会社（生産本部 唐津工場） 

所 在 地   大阪府大阪市中央区平野町二丁目５番８号 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県工場等立地促進補助 

 補助事業費     ４，３００，２４３，７７３円 

 補助金交付額     １，００７，０００，０００円 

所 管 課   企業立地課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

団 体 名   株式会社佐賀鉄工所（多久工場） 

所 在 地   佐賀市神園一丁目５番３０号 

監査執行年月日 平成２３年１０月１２日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県工場等立地促進補助 

 補助事業費     ６，３７７，３１０，１２３円 

 補助金交付額       ５１７，６８４，０００円 

所 管 課   企業立地課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   日本生活協同組合連合会（鳥栖冷凍流通センター） 

所 在 地   東京都渋谷区渋谷３丁目２９番８号 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ５日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県物流施設立地促進補助 

 補助事業費     ８，４７４，３３１，３４６円 

 補助金交付額       １８６，３５１，０００円 

所 管 課   企業立地課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 
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団 体 名   フリービット株式会社（ＳiＬＫ Ｈotlines） 

所 在 地   東京都渋谷区円山町３番６号 

監査執行年月日 平成２３年１０月１４日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県ビジネス支援サービス業立地促進補助 

 補助事業費        ９２，０４４，２７０円 

 補助金交付額        ４８，６２２，０００円 

所 管 課   企業立地課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   職業訓練法人鹿島藤津高等職業訓練運営会（鹿島総合技能専門学院） 

所 在 地   鹿島市大字高津原字谷頭１７２７番地 

監査執行年月日 平成２３年 ６月２０日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県認定職業訓練運営費補助 

 補助事業費         ７，７７１，９３０円 

 補助金交付額         ４，４５４，０００円 

所 管 課   雇用労働課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

（１）補助事業の実績が、過尐に報告されているものがあった。 

補助対象経費である訓練生研修費（修学旅行）に係る経費が、補助金を充当

した額１５０，０００円で報告され、実績額と一致していなかった。 

補助事業者の管理運営規程で、修学旅行参加費については、会費として納付

することとなっていることから、修学旅行に係る経費についても、収支予算

書・決算書に計上すべきである。 

 

 

 

団 体 名   佐賀北部地域有害鳥獣（猪）広域駆除対策協議会 

所 在 地   佐賀市栄町１番１号 

監査執行年月日 平成２３年１０月２５日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県イノシシ被害防止対策事業費補助 

 補助事業費        １５，９０７，０００円 

 補助金交付額         ３，２４８，４０６円 

所 管 課   生産者支援課 
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監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

 

（１）実績報告書が、役員として承認されていない者から提出されていた。 

 

 

 

団 体 名   神埼郡森林組合 

所 在 地   神埼市脊振町広滝５４７番地８ 

監査執行年月日 平成２３年１０月３１日 

監 査 執 行 者   監査委員  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県造林事業補助 

 補助事業費        １９，２３２，０００円 

 補助金交付額         ７，６９２，８００円 

補 助 事 業 名 佐賀県侵入竹林等緊急整備事業費補助 

 補助事業費         ９，３５８，７５３円 

 補助金交付額         ９，３３６，０００円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

【佐賀県侵入竹林等緊急整備事業費補助金関係】 

（１）補助事業の進行管理において、適正でないものがあった。 

   佐賀県侵入竹林等緊急整備事業実施要領の運用の「２写真管理基準」に規定

されている１施工地の撮影箇所数について、基準を下回る撮影箇所数となって

いたものがあった。 

 

 

 

団 体 名   佐賀中部森林組合 

所 在 地   多久市東多久町大字別府２３７８番地３ 

監査執行年月日 平成２３年 ７月２２日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県造林事業補助 

 補助事業費        １４，４９５，９００円 

 補助金交付額         ６，０５８，２６０円 

補 助 事 業 名 佐賀県侵入竹林等緊急整備事業費補助 

 補助事業費         ９，３５８，９９１円 

 補助金交付額         ９，３３６，０００円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 
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【佐賀県侵入竹林等緊急整備事業費補助金関係】 

（１）補助事業の進行管理において、適正でないものがあった。 

   佐賀県侵入竹林等緊急整備事業実施要領の運用の「２写真管理基準」に規定

されている１施工地の撮影箇所数について、基準を下回る撮影箇所数となって

いたものがあった。 

 

 

 

団 体 名   鳥栖市森林組合 

所 在 地   鳥栖市宿町１１１８番地 

監査執行年月日 平成２３年 ６月２９日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県侵入竹林等緊急整備事業費補助 

 補助事業費         ７，０７０，０００円 

 補助金交付額         ７，０７０，０００円 

所 管 課   林業課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

（１）補助対象経費の契約事務において、不適切なものがあった。 

  ① 伐採業務委託契約書に、契約書第１条に規定の仕様書が定められていなか

った。 

 

  ② 伐採業務の完了検査の記録（検査調書等）が作成されていなかった。 

 

（２）実績報告書の記載内容で、誤りのあるものがあった。 

事業費の実績報告額は、補助事業者が購入した消耗品費等や委託業者へ支払

った委託金額（契約額）の合計額を記載すべきところ、委託金額については、

委託業者が自社の職員に支払った賃金や社会保険料等のデータを入手し、これ

を元に算定した実態と異なった金額を報告していた。 

 

 

 

 

団 体 名   川上南部土地改良区 

所 在 地   佐賀市大和町大字尼寺１８７０番地 

監査執行年月日 平成２３年 ９月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県地域農業水利施設ストックマネジメント 

事業補助 

 補助事業費        １１，２００，０００円 

 補助金交付額         ７，８４０，０００円 

所 管 課   農地整備課 
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監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   大詫間土地改良区 

所 在 地   佐賀市川副町大字大詫間４８４番地 

監査執行年月日 平成２３年１０月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県地域農業水利施設ストックマネジメント 

事業補助 

 補助事業費         ８，０００，０００円 

 補助金交付額         ５，２００，０００円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   白石土地改良区 

所 在 地   杵島郡白石町大字遠江５７４番地２ 

監査執行年月日 平成２３年１０月２０日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県地域農業水利施設ストックマネジメント 

事業補助 

 補助事業費        １７，１８０，０００円 

 補助金交付額        １２，０２６，０００円 

所 管 課   農地整備課 

 

監 査 の 結 果 
 

 補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

 

団 体 名   旅行計画株式会社 

所 在 地   東京都江東区木場３丁目１４番４号 

監査執行年月日 平成２３年１０月２５日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 平成２２年度佐賀県誘客連携促進事業費補助 

 補助事業費        １１，９３７，０００円 

 補助金交付額        １１，９３７，０００円 

所 管 課   空港・交通課 
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監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

（１）補助金交付申請書の提出が遅延しているものがあった。 

   佐賀県誘客連携促進事業費補助金交付要綱第４条（補助金の交付申請）第４

項において、有明佐賀空港発着便の利用日により補助金交付申請書の提出時期

が各々規定されているが、５件の補助金交付申請書のうち、２件の補助金交付

申請書の提出が遅延していた。 

 
 

有明佐賀空港発着便 

の利用
 

補助金交付要綱上の 

申請書提出時期 
申請書の提出日 

平成２２年４月１日 

～６月３０日 

平成２２年 

７月１日～３１日 

平成２２年 

９月２８日 

平成２２年１０月１日～

１２月３１日 

平成２３年 

１月１日～３１日 

平成２３年 

３月１６日 

 

 

団 体 名   西肥自動車株式会社 

所 在 地   長崎県佐世保市白南風町８番１７号 

監査執行年月日 平成２３年 ７月 ７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 
補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県バス運行対策費補助（生活交通路線維持 

費補助（路線維持費補助）） 

 補助事業費        １０，２６７，０００円 

 補助金交付額         ５，１３３，０００円 

所 管 課   地域交通対策室 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 

団 体 名   九州旅客鉄道株式会社（佐賀駅） 

所 在 地   福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目２５番２１号 

監査執行年月日 平成２４年 １月２６日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県鉄道駅耐震補強事業費補助 

 補助事業費        ９６，８４２，０５９円 

 補助金交付額        １６，１４０，０００円 

所 管 課   地域交通対策室 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了し、交付された補助金は、補助目的に沿い執行されて

いた。 

 

 



 

- 56 - 

団 体 名   佐賀県高等学校体育連盟 

所 在 地   佐賀市南佐賀三丁目１１番１５号 

監査執行年月日 平成２３年 ６月２７日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 全国高等学校総合体育大会派遣事業費補助 

 補助事業費        ６５，２６５，７６５円 

 補助金交付額         ６，０００，０００円 

補 助 事 業 名 佐賀県２５全国高校総体競技力向上推進費補助 

 補助事業費        １４，７３０，４０９円 

 補助金交付額        １２，８００，０００円 

所 管 課   体育保健課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

【全国高等学校総合体育大会派遣事業費補助金関係】 

（１）補助事業の実施方法について、適正でないものがあった。 

全国高等学校総合体育大会派遣事業は、県補助金、補助事業者負担金及び学

校負担金（部活動費）による直接事業となっている。しかし、実際の事業の実

施については、補助事業者は、学校に当補助金及び補助事業者負担金を支援

し、学校において学校負担金とともに学校で事業が実施されており、事業の実

態は補助事業者の直接事業となっていなかった。   

 

（２）派遣事業費の配分方法について、不明確となっていたものがあった。 

   全国高等学校総合体育大会派遣事業費は、各高校の選手派遣費用の実績をも

とに各高校への配分額が決定されている。この配分額については、補助対象と

する泊数、冬季大会の場合など、一定の配分方法をもとに積算しているが、そ

の配分方法が文書で整理されておらず、保存されている資料のみでは、各高校

の実績額から配分額がどのように決定されているか不明確なものがあった。ま

た、そのため、実績額のうち、実際の補助対象経費額が不明確となっていた。 

 

（３）実績報告書の派遣事業費が誤っていた。 

   派遣事業費は、県費補助金、高体連支出金（本部役員派遣費）及び学校負担

金（選手派遣費）で構成されているが、学校負担金を実績額で書くべきとこ

ろ、補助金交付申請時の額を記載していたため、実績報告書の派遣事業費が誤

っていた。 

 

 

【佐賀県２５全国高校総体競技力向上推進費補助金関係】 

（１）補助事業の執行で、適正でないものがあった。 

   当補助金は、連盟事務局から各専門部に配分され、専門部が補助事業を実施

していたが、経理事務処理において、適正でないものがあった。また、県の補

助金交付要綱で、各経費毎に補助対象単価が定められており、補助対象単価に

よる補助対象限度額を超過する場合は、超過分を補助対象外経費として取り扱

う必要があるが、連盟事務局から各専門部への指導が不足し、また、証拠書類
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の確認は不十分で、補助対象経費の把握がなされていなかった。各専門部に対

し、補助金交付要綱に沿った事務処理の徹底を指導されるとともに、証拠書類

等による補助対象経費の確認を徹底されたい。 

 

（２）補助事業費について、決算額と実績報告額とが一致していなかった。 

   実績報告書で、補助対象事業は、補助事業者が自ら実施する事業である旨報

告され、事業費については、参加者負担金や他団体補助金で実施した事業費を

含めた額を記載していたが、決算書においては、当補助事業の事業費は、収

入、支出共に、県補助金相当のみ計上されており、実績報告額と一致していな

かった。 

    

 

 

団 体 名   宗教法人唐津神社 

所 在 地   唐津市南城内３番１３号 

監査執行年月日 平成２３年 ６月２４日 

監査執行者(書面)   監査委員  中 村   孝  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県文化財保存事業補助 

 補助事業費        ２５，９３２，０００円 

 補助金交付額         ４，３２２，０００円 

所 管 課   社会教育・文化財課 

 

監 査 の 結 果 
 

補助事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を

要するものが見受けられた。 

（１）補助事業に要した経費が決算書に計上されていなかった。 

佐賀県文化財保存事業補助金を活用し曳山の修理を行っているが、その補助

金等の収入、支出が補助事業者の決算書に計上されていなかった。 

 

（２）補助金交付団体の代表者ではない者から補助金変更承認申請書等が提出され

ていた。 

  代表者が平成２２年１２月に交代しているにもかかわらず、前の代表者名

で、補助金変更承認申請書等を提出していた。 

 

（３）補助事業の契約事務について、適正でないものがあった。 

   保存補修業務請負契約の契約約款第３１条に基づき、乙（請負者）は、工事

が完成したときは、その旨を甲（発注者）に通知しなければならないが、当法

人は、請負業者から工事完成通知を提出させないまま、工事検査を行ってい

た。 

 

（４）別の団体が執行した補助事業の契約事務処理に係る業務委任等の手続書類が

整備されていなかった。 

   保存補修業務などにおいて、指名競争入札の業者選定や予定価格の作成、完

了検査などの補助事業の契約に係る事務処理を、別団体が行っていたが、業務
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委任の手続きに係る書類が整備されていなかった。 

 

 

 

団 体 名   第５回食育推進全国大会佐賀県実行委員会 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成２３年 ８月 ８日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 負担金 

負 担 事 業 名 第５回食育推進全国大会佐賀県実行委員会負担金 

負担事業費        ５０，３１４，４４４円 

 負担金交付額        ５０，３１４，４４４円 

所 管 課   くらしの安全安心課 

 

監 査 の 結 果 

 

負担事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を要す

るものが見受けられた。 

（１）助成金の変更承認申請に対し、承認通知を行っていなかったものがあった。 

平成２２年度第５回食育推進全国大会催事経費助成金について、変更承認申請書

と実績報告書が同日付で実行委員会に提出されていたが、実績報告書に対する額の

確定通知のみが実施され、変更承認申請書に対する実行委員会の承認通知を行って

いなかったものがあった。 

 

 

 

団 体 名   第５回３Ｒ推進全国大会実行委員会 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成２３年 ８月 ４日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 負担金 

負 担 事 業 名 第５回３Ｒ推進全国大会実行委員会負担金 

負担事業費        １３，００１，３０７円 

 負担金交付額         ５，５００，０００円 

所 管 課   循環型社会推進課 

 

監 査 の 結 果 

 

負担事業は計画どおり完了していたものの、事務の執行で一部に是正又は改善を要す

るものが見受けられた。 

（１）実行委員会の運営で、規約等の整備が不十分なものがあった。 

   事務処理に当たって必要な諸規程（会計規程、決裁規定）が未整備で、補正予算

の未提出や予算の執行限度額及び流用手続きなど、責任の所在や意思決定過程が明

確となっていなかった。 
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団 体 名   新幹線さが未来づくり協議会 

所 在 地   佐賀市城内一丁目１番５９号 

監査執行年月日 平成２３年 ９月３０日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄 

財政的援助内容 負担金 

負 担 事 業 名 新幹線さが未来づくり協議会負担金 

負担事業費 
(平成22年度内支出額)２４，９５１，９６６円 

(平成23年度への繰越額)５，９５４，７３５円 

 負担金交付額        ２６，４００，０００円 

所 管 課   新幹線活用・整備推進課 

 

監 査 の 結 果 

 

負担事業は計画どおり完了し、交付された負担金は、負担目的に沿い執行されてい

た。 

 

 

監 査 意 見 

 

〇 事務局規程及び会計規程の見直しについて 

  当協議会の会計規程では、予算の執行及び予算流用権限が金額の大尐にかかわら

ず、すべて事務局長でできることとなっている。また、事務局規程では、「事務局長

は、協議会に関するすべての事務について、専決することができる。」と規定され、

事務局長に権限が集中している。 

  県では、平成２２年３月に「協議会の設置及び運営に関する基本方針」を策定し、

協議会の適正な事業の遂行、透明性のある予算の執行を図る目的で、県庁内での統一

的なルールが策定されている。 

  その中で、「決裁等規程において、会長の権限と事務局長の権限を明記し、総会の

決定事項でなくとも重要な事項については、事務局だけでは決められないようにす

る。」こととされており、予算執行において、チェック機能が働くよう規程等の見直

しを検討されたい。 

 

 

 

団 体 名   佐賀県国民健康保険団体連合会 

所 在 地   佐賀市堀川町１番５号 

監査執行年月日 平成２３年 ８月２９日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

 

財政的援助内容 

 

交付金 

交 付 事 業 名 佐賀県介護職員処遇改善交付金 

 交付事業費      １，１３８，１８７，７５２円 

 交付金交付額      １，１３８，１８７，７５２円 

所 管 課   長寿社会課 

 

監 査 の 結 果 
 

交付金事業は計画どおり完了し、交付された交付金は、交付目的に沿い執行されてい

た。 
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３ 公の施設の指定管理団体 

 

団 体 名   社団法人佐賀県部落解放推進協議会 

所 在 地   唐津市栄町２５８８番地１１ 

監査執行年月日 平成２３年 ８月２２日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県解放会館 

 委 託 額 １９，０４１，０００円 

所 管 課   人権・同和対策課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）会計処理について、複式簿記の導入が行われていなかった。 

指定管理者の財務規程第４条において、会計処理は複式簿記で処理すること

となっているが、単式簿記の会計処理となっていた。前回監査（平成１９年

度）でも指摘し、協議会でも導入に向け検討はされているが、監査日現在では

実現されておらず、財務規程違反のままとなっていた。 

 

（２）備品の管理について、適正でないものがあった。 

   管理運営に関する協定書第１１条で、委託料により備品を購入した際は、県

が定める備品台帳にその旨を記載するとともに、その所属は、県のものとする

と記載されているが、委託料により購入された備品について、備品台帳に記載

されていなかった。 

 

（３）契約書の内容について、適正でないものがあった。 

   指定管理業務の再委託契約の内容で適正でないものがあった。 

① 警備委託契約において、契約書第２条で規定の仕様書が定められていなか

った。 

 

② 樹木管理業務委託の委託期間は、１年間としていたにもかかわらず、年度

中途に、業務が終了したとして、委託料を全額支払っていた。また、委託契

約書第４条に規定する処理要項が作成されていなかった。 

 

（４）扶養手当の認定事務について、適正でないものがあった。 

   指定管理者の給与規程第３条第３項で、「手当の支給日及び支給方法等は、

佐賀県職員の例による。」と規定されているが、扶養手当の支給対象となる被

扶養者認定において、公的証明書（戸籍謄本等）を徴していなかった。 

 

（５）管理運営業務実施状況報告書の施設の利用実績に誤りがあった。 

相談室（利用料金無料）を市町担当課長会地区別研修講座（平成２２年１１

月２日）で利用（利用回数１回、利用人数１０人）しているにもかかわらず、

管理運営業務実施状況報告書の佐賀県解放会館管理運営業務表、佐賀県解放会

館の維持管理に関する自己評価表及び事業報告書の佐賀県解放会館管理受託事
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業表（第１号議案（その２））に実績が反映されていなかった。 

 

（６）業務仕様書で定める利用許可申請書の提出がされていないものがあった。 

 

 

団 体 名   唐津市 

所 在 地   唐津市西城内１番１号 

監査執行年月日 平成２３年 ７月１３日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県波戸岬海浜公園 

 委 託 額  ５，６０８，０００円 

所 管 課   有明海再生・自然環境課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）施設利用者のアンケート調査が実施されていなかった。 

   指定申請書に記載されている利用者意見の反映策として、「市のホームペー

ジで利用者意見等のメールでの受け付け、利用者に対するアンケートの実施」

を計画されていたが、実施されていなかった。 

 

 

 

団 体 名   唐津市 

所 在 地   唐津市西城内１番１号 

監査執行年月日 平成２３年 ７月１５日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県風の見える丘公園 

 委 託 額  ２，８０９，０００円 

所 管 課   有明海再生・自然環境課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）協定書に定める個人情報の管理体制等報告書が、提出されていなかった。 

管理運営に関する協定書の個人情報取扱特記事項に規定する個人情報の管理

体制等報告書が、県に提出されていなかった。 

 

（２）休場予定日の変更について、県への報告が行われていなかった。 

   休場予定日は、指定管理者が管理等業務を委託した者の申入れにより、事業

計画書の金曜日から、年度中途に火曜日に変更されていたが、休場予定日の変

更について、県への報告がなされていなかった。 
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団 体 名   唐津市 

所 在 地   唐津市西城内１番１号 

監査執行年月日 平成２３年１０月１９日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県花と冒険の島 

 委 託 額  ５，１７０，０００円 

所 管 課   有明海再生・自然環境課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）緊急時の対応マニュアルの内容が不十分だった。 

基本協定書第２７条の規定に基づき緊急時の対応マニュアルを整備している

が、同マニュアルは「遊具施設」を対象とした内容となっており、「ふれあい

自然塾ひぜん」を想定したものとはなっておらず、シーカヤック教室での水難

事故等が想定されていなかった。 

また、津波発生など緊急事態類型毎の避難誘導などの役割分担も明示されて

おらず、緊急時に混乱することも考えられるため、県とも相談のうえ至急整備

されたい。 

 

 

団 体 名   財団法人佐賀県母子寡婦福祉連合会 

所 在 地   佐賀市神野東二丁目６番１０号 

監査執行年月日 平成２３年１０月 ６日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄  稲 富 正 敏 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県母子福祉センター 

 委 託 額 １８，７５５，８４４円 

所 管 課   母子保健福祉課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）指定管理に係る経費の収支決算報告に誤りがあった。 

 

（２）収納金の取扱いで、適正でないものがあった。 

   現金で収納した利用料金が、現金出納簿に記帳しないまま管理され、金

融機関への入金も日数を要しているものがあった。 

 

（３）指定管理に係る経費（光熱水費、庁舎管理委託費）で、適正に報告され

ていないものがあった。 

  同一建物（佐賀県駅北館）内に他の指定管理施設（佐賀県難病相談・支

援センター）があるが、光熱水費等の管理経費については、指定管理者が

一括して支払っていた。その際、面積按分で応分の負担金を徴収されてい

るが、管理経費の報告については、徴収金額と管理経費を相殺した額で報

告がなされており、適正な管理経費の報告となっていなかった。 
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（４）会計規程が「公益法人会計基準」に則したものとはなっていなかった。 

   「公益法人会計基準」に則した会計規程（複式簿記の採用等）に改正さ

れたい。 

 

（５）会計処理で不適切なものがあった。 

   指定管理施設に係る普通預金口座で決算書に計上されていないものがあ

った。 

 

 

 

団 体 名   佐賀県物産振興協会 

所 在 地   佐賀市松原一丁目２番３５号 

監査執行年月日 平成２３年 ９月 ５日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県産業振興センター 

 委 託 額  ９，３２１，０００円 

所 管 課   商工課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）実績報告内容で、誤りがあるものがあった。 

県に提出された「平成２２年度佐賀県産業振興センター管理運営業務収支決

算書」に、指定管理以外の収入及び支出が含まれていた。 

   

（２）管理備品の取扱いにおいて、適正でないものがあった。 

県の承認や指定管理物件の変更手続きを受けることなく、空港店に配置され

ている指定管理物件があった。 

 

 

 

団 体 名   久保造園・ＳＴＳエンタープライズグループ 

所 在 地   佐賀市金立町金立２０６３番地３ 

監査執行年月日 平成２３年１０月２７日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄  

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県立佐賀城公園 

 委 託 額 ５２，２９０，０００円 

所 管 課   まちづくり推進課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）利用料金の取扱いで、適正になされていないものがあった。 

佐賀県立都市公園条例第１４条の３で、指定管理者は、利用料金を定めると

きは、知事の承認を得なければならないとされているが、全ての利用料金につ

いて承認を得ていなかった。 
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（２）利用料金の徴収で、適正でないものがあった。 

利用料金を現金で徴収した場合、相手方に領収書を発行しているが、委任行

為がないにもかかわらず、公園の利用許可を受けた者以外の者に領収書を発行

していた。 

 

（３）広報の実施について、適正でないものがあった。 

   佐賀城公園のパンフレットを１２，０００部作成していたが、平成２２年度

の配付部数は、７００部であった。 

   パンフレットを積極的に活用し、佐賀城公園の広報に努められたい。 

    

（４）維持管理に関する業務で、適正でないものがあった。 

   管理運営に関する帳簿で業務日誌（管理日誌）の作成が義務付けられている

が、日曜日に係る業務日誌が作成されていなかった。 

 当施設については、利用期間及び利用時間の定めがなく、常時開園している

施設であることから、日曜日についても業務日誌を作成すべきである。 

 また、業務日誌については、職員内で供覧できるよう様式を検討されたい。 

 

（５）職員の勤務割表が作成されていなかった。 

職員の勤務体制は、４週８休と施設管理運営に関する規定で定められている

が、職員の勤務割表が作成されていなかった。 

 

 

 

団 体 名   葉隠緑化建設・佐賀広告センターグループ 

所 在 地   佐賀市嘉瀬町大字扇町２６１７番地の７ 

監査執行年月日 平成２３年１０月２７日 

監 査 執 行 者   監査委員  田 中 俊 雄  稲 富 正 敏 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 佐賀県立森林公園 

 委 託 額 ９９，０００，０００円 

所 管 課   まちづくり推進課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）遊具等の維持管理業務の実施において、適正でないものがあった。 

  ① 遊具点検マニュアルで規定の点検シートについては、当初、社団法人日本

公園施設協会が作成した日常点検表を用いることとしていたが、県との協議

により、県が従来使用していたメンテナンスリスト等を用いることに変更し

ていた。この変更に伴い、本来、遊具点検マニュアル中の点検シートについ

て、改正すべきであったが、改正していなかった。 

 

② 佐賀県立森林公園管理運営業務仕様書で、遊具点検状況や公園ハザードマ

ップについては、利用者向けに公表することとされているが、公表されてい

なかった。 
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（２）利用料金の取扱いで、適正になされていないものがあった。 

佐賀県立都市公園条例第１４条の３で、指定管理者は、利用料金を定めると

きは、知事の承認を得なければならないとされているが、全ての利用料金につ

いて承認を得ていなかった。 

 

（３）自主事業の実施について、不適切なものがあった。 

  ① 事業計画書記載の自主事業について、実施されていないものがあった。 

    事業計画書には多数の自主事業が行われる計画であったが、そのうち、野

球教室、野球場利用時の弁当販売、環境資料コーナー設置、地域文化体験学

習プログラム、マスコットキャラクター公募等が実施されていなかった。 

② 自主事業の未実施について、事業計画書の変更が、行われていなかった。 

自主事業の未実施等について、協定書第１５条第３項に基づく事業計画書

の変更が、行われていなかった。 

 

（４）管理委託料で購入した備品について、備品台帳に記載されていなかった。 

   指定管理者が管理委託料で購入した備品については、指定管理者は協定書第

１１条第１項に基づき、知事が定める備品台帳に記載しなければならないが、

備品台帳に記載されていなかった。 

 

（５）情報公開に係る規程が、整備されていなかった。 

   協定書第２２条第１項に基づく、情報公開に係る規程が、整備されていなか

った。 

 

（６）事業報告の内容で、不十分なものや記載誤りのあるものがあった。 

   ・事業報告の提出日の記載がなかった。 

   ・「利用者サービスの向上のための取り組み」についての実績内容で、一部 

記載漏れがあった。 

   ・浄化槽の点検日で、一部記載漏れや記載誤りがあった。 

 

（７）管理運営業務の履行確認において、適正でないものがあった。 

   遊具法定点検業務において、点検結果の記録がなされていない遊具があっ

た。 

   

 

団 体 名   伊万里市 

所 在 地   伊万里市立花町１３５５番地１ 

監査執行年月日 平成２３年 ７月１３日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 伊万里人工海浜公園 

 委 託 額  な し 

所 管 課   港湾課 
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監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）行政財産の目的外使用許可申請の手続きが取られていないものがあった。 

   当施設（人工海浜公園）の遊泳期間とほぼ同時期に、利用者の利便性を図る

ために、管理運営業務として定めのない露店及び自動販売機の設置がなされて

いるが、県に対して施設利用の許可申請がなされず、権限のない指定管理者に

おいて、独自の許可を行い、また、使用料を徴しているものがあった。 

   

 

 

団 体 名   太良町 

所 在 地   藤津郡太良町大字多良１番地６ 

監査執行年月日 平成２３年 ７月１５日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 太良人工海浜公園 

 委 託 額  な し 

所 管 課   港湾課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていた。 

 

 

団 体 名   小城市 

所 在 地   小城市牛津町柿樋瀬１１００番地１ 

監査執行年月日 平成２３年 ７月２０日 

監査執行者(書面)   監査委員  池 田   巧  田 中 俊 雄  三 竿 博 史 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 

施 設 名 住ノ江港緑地 

 委 託 額  な し 

所 管 課   港湾課 

 

監 査 の 結 果 
 

公の施設の管理はおおむね適正に行われていたものの、事務の執行で一部に是正

又は改善を要するものが見受けられた。 

（１）協定書に定める個人情報の管理体制等報告書が、提出されていなかった。 

管理運営に関する協定書規定の個人情報取扱特記事項に規定する個人情報の

管理体制等報告書が、県に提出されていなかった。 
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   所 管 課・ 関 係 課 ご と の 監 査 結 果 
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１ 出資団体関係 

 

所 管 課   男女参画・県民協働課 

団 体 名   財団法人佐賀県女性と生涯学習財団 

 

財政的援助内容 

 

出資金 出 資 額        ２０，０００，０００円 

公の施設の 

管 理 
施 設 名 

佐賀県立男女共同参画センター・佐賀県立生涯学

習センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【出資団体関係】 

（１）寄附行為で、見直しの検討を要するものがあった。 

団体は、指定管理業務の一つとして「佐賀県ＤＶ総合対策センター」の管理

運営を行っているが、当業務は、寄附行為第４条規定の財団が実施できる事業

のいずれに該当するか不明確な状況となっている。 

   所管課は、監督官庁として、適切に指導されたい。 

 

【佐賀県立男女共同参画センター・佐賀県立生涯学習センター関係】 

（１）佐賀県ＤＶ総合対策センター設置要綱の改正を行われたい。 

   指定管理業務の一つである「佐賀県ＤＶ総合対策センター」は、「佐賀県Ｄ

Ｖ総合対策センター設置要綱」に基づき設置されたものであり、同要綱は、平

成１６年４月に制定されたものであるが、平成１８年度に佐賀県立男女共同参

画センターに公募による指定管理者制度を導入した際に、改正が必要であった

にもかかわらず、改正が行われていなかった。所要の改正を行われたい。 

 

（２）財産台帳の提示で、不十分なものがあった。 

① 指定管理者の業務の範囲外の施設面積について、財産台帳に明示されてい

なかった。 

    指定管理施設内にある、くらしの安全安心課執務室、放送大学佐賀学習セ

ンター及び喫茶室は、指定管理者の業務の範囲外とされているが、県が交付

した財産台帳においては、範囲外も含んだ施設全体の面積となっており、指

定管理者の業務の範囲外の施設面積について、明示されていなかった。 

 

  ② 修正後の財産台帳を、財団に提示していなかった。 

    協定書第６条に基づき、所管課は年度当初に、指定管理者に対し、管理物

件として財産台帳の写しを提示していたが、年度中に管理物件の施設の新設

を行い、財産台帳の修正を行ったにもかかわらず、修正後の財産台帳につい

ては、改めて提示していなかった。 

    指定管理者が管理対象物件を常時把握できるよう、管理対象物件に変更が

生じた場合は、変更内容を記載した台帳を適時指定管理者に対し、提示され

たい。 

 

（３）県の管理運営業務仕様書の内容について、見直しの検討を要するものがあっ

た。 

   管理運営業務仕様書第４で、既納の利用料金については、利用者の責めによ

らないで施設利用ができなくなった場合を除き、還付しないと規定されている
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が、指定管理者の管理規程第７条で、県仕様書の規定にない、利用施設の変更

の際の利用料金の全部若しくは一部還付について規定されていた。 

同規程の利用施設の変更に係る利用料金の還付については、利用者の利便性

の向上の資するものとして、整備されていることから、同規程に対応した県仕

様書の見直しについて検討されたい。 

 

（４）指定管理委託料の支払で、遅延しているものがあった。 

   管理委託料の支払について、基本協定書で「前金にて、毎年度２回に分けて

支払うものとする。」と規定されているが、１回目の支払時期が平成２２年５

月末日の支払となっていた。指定管理者に資金繰りの負担をかけないよう、早

期に支出されたい。 

 

 

所 管 課   循環型社会推進課 

団 体 名   財団法人佐賀県環境クリーン財団 

財政的援助内容 

出資金 出 資 額        ３０，０００，０００円 

補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県公共関与型廃棄物処理施設高度処理事業費 

補助 

 補助事業費       ３０１，５０５，１０５円 

 補助金交付額       ２７５，０６０，０００円 

貸付金 

 

貸 付 事 業 名 
財団法人佐賀県環境クリーン財団運営資金貸付 

（平成10年度～平成20年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
   ５７，９２９，０００円 

貸 付 事 業 名 
佐賀県公共関与型廃棄物処理施設整備資金貸付 

（平成19年度、平成20年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
２，３０１，４１２，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【佐賀県公共関与型廃棄物処理施設高度処理事業費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

   補助金交付申請書において、事業等の効果の記載がなかった。 

   佐賀県補助金等交付規則第３条第２号で、補助金交付申請書に事業等の効果

を記載するよう規定されていることから、補助金交付申請書に事業等の効果を

記載するよう、交付要綱を見直されたい。 
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所 管 課   粒子線治療普及グループ 

団 体 名   公益財団法人佐賀国際重粒子線がん治療財団 

財政的援助内容 

出資金 出 資 額        １０，０００，０００円 

補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県九州国際重粒子線がん治療センター 

開設費補助 

 補助事業費       ６０１，７６９，８７０円 

 補助金交付額       ６００，０００，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【佐賀県九州国際重粒子線がん治療センター開設費補助金関係】 

（１）実績報告書の記載で不十分なものがあった。 

   寄附講座の開設に要する経費に対して補助金を交付しているが、実績報告書

に、寄附講座の活動内容等が記載されていなかった。 

 

 

 

所 管 課   国際交流課 

団 体 名   財団法人佐賀県国際交流協会 

 

財政的援助内容 

 

 

出資金 

 

出 資 額 

        

２５６，６３４，８５８円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）公有財産台帳上の出捐金の記載に誤りがあった。 

   県からの出捐金が平成２０年度から取り崩されているが、公有財産台帳上の

平成２２年度末現在（監査日現在）における出捐金が誤った記載となってい

た。 

   なお、地方自治法施行令第１６６条第２項規定の財産に関する調書には適正

に計上されていた。 

 

 

 

監 査 意 見 

 

○ 財団法人佐賀県国際交流協会への指導について 

   団体においては、抜本的な収入増加策については、ほとんど検討できておら

ず、基金取崩しが継続している。新公益法人制度改革への対応が控える中、所管

課においては、団体の担うべき役割や存在意義、業務内容、予算措置など、団体

の在り方について、団体と十分に協議を行った上で、団体に対し、抜本的な収入

増加策等についての検討を指導されたい。 

 

 

 

所 管 課   新エネルギー・産業振興課 

団 体 名   財団法人佐賀県地域産業支援センター 

財政的援助内容 

出資金 出 資 額         ８，０００，０００円 

補助金 補 助 事 業 名 
財団法人佐賀県地域産業支援センター運営費 

補助 
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 補助事業費        ５９，４５０，８１０円 

 補助金交付額        ５８，６７７，８３１円 

補 助 事 業 名 佐賀県地域産業支援対策事業費補助 

 補助事業費        ２８，７５２，２２５円 

 補助金交付額        ２７，５８６，４２５円 

補 助 事 業 名 佐賀県技術振興等補助 

 補助事業費        １６，４８１，８９１円 

 補助金交付額        １６，４８１，８９１円 

貸付金 

 

貸 付 事 業 名 
さが農商工連携応援基金事業資金貸付 

（平成21年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
２，０１０，０００，０００円 

貸 付 事 業 名 
さが中小企業応援基金事業資金貸付 

（平成20年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
１，０５０，０００，０００円 

貸 付 事 業 名 
創造的中小企業創出支援事業費貸付 

（平成13年度、平成15年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
   ６５，５００，０００円 

公の施設の 

管 理 
施 設 名 

佐賀県地域産業支援センター 

佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【出資団体関係】 

（１）貸与備品で、貸借契約を締結していないものがあった。 

   前年度の財政的援助団体等監査での指摘を受け、指定管理物件から除外した

団体への貸与備品について、貸借契約を締結していなかった。 

    貸与備品の概要 

備  品  名 数 量 金額（円） 

事務用
（理事長室） １ ８６，８
００ 

多機能肘付回転椅子（理事長室） １ ９１，６００ 

応接セット（理事長室） １ １２９，０００ 

アコーディオンスクリーン 

（事務室） 
１ ５２，６００ 

パーテーション１式（事務室） １ ５９４，０００ 

   合       計 ５ ９５４，０００ 

 

（２）備品の管理事務手続きについて、適正でないものがあった。 

   団体に対する貸与備品で、備品札を張り付けていないものがあった。 

 

【財団法人佐賀県地域産業支援センター運営費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱で、改正の検討を要するものがあった。 

補助金交付要綱第２条別表で、補助対象経費として「役員人件費」ほか６つ

の経費区分が規定されている。これら７つの経費区分間の経費の変更について

は、同要綱第４条で、知事の承認を受けることと規定されており、承認を受け
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れば、区分間で補助金額の変更（流用）をすることができるものとなっている

が、「設備資金貸付事業」では、その補助金の残余を他の経費区分へ流用する

ことはできないものとして取り扱っていた。 

区分間の配分の変更（流用）を認めない経費については、補助金交付要綱に

明記するよう検討されたい。 

 

（２）補助事業の変更承認において、適正でないものがあった。 

年度中途に、補助対象外職員（県からの派遣職員）の欠員補充のための追加

採用された嘱託職員の人件費の補助対象経費への算入については、事業内容の

変更（補助対象人員の増）に該当するため、補助金交付要綱第２条に基づき事

前に承認されていたが、承認に係る書類が保存されておらず、また、通知文書

も未作成で、口頭での承認となっていた。 

補助対象事業の追加実施（補助事業の内容変更）に当たっては、補助対象と

しての当否や、補助金への影響について、資料を求め、判断した上で、承認す

る必要があることから、事前に補助金変更承認に係る資料の提出を求め、承認

に当たっては、文書で通知されたい。 

 

【佐賀県地域産業支援対策事業費補助金関係】 

（１）補助金交付申請書及び実績報告書の審査について、適正でないものがあっ

た。 

① 補助対象経費に委託費が含まれる場合、委託事業内容明細書を添付する必

要があるが、委託事業内容明細書の添付が漏れている委託費があったにもか

かわらず、補助金交付申請書及び実績報告書をそのまま受理していた。 

 

② 中小企業緊急商談会開催事業の実績報告において、開催場所の記載が漏れ

ていた。 

 

③ 中小企業営業力強化事業の実績報告において、実施テーマの件数は、実際

は３件であったが、１件として報告されていた。 

 

【佐賀県技術振興等補助金関係】 

（１）補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額確定に伴う報告書を徴取

していなかった。 

 補助金交付要綱第９条に規定する補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入

控除税額確定に伴う報告書が、提出されていなかった。消費税の申告により、

補助金に係る消費税及び仕入控除税額が確定した場合は、知事への報告を行う

よう指導されたい。  

 

（２）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

佐賀県補助金等交付規則第４条第３項で、補助金交付申請処理に係る標準的

な期間について定めるよう規定されているが、定められていなかった。 
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所 管 課   商工課 

団 体 名   佐賀県信用保証協会 

財政的援助内容 

出資金 出 資 額     ２，７００，０２１，０００円 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県信用保証料補給費補助 

 補助事業費       １４５，４０３，４３８円 

 補助金交付額       １４５，４０３，４３８円 

損失補償 

損失補償事業名 佐賀県中小企業信用保証損失補償 

 補償事業費       ４１６，０５６，７３５円 

 補償金交付額       １７６，９６８，８６９円 

平成22年度末 

補償残高 
    ６，７５７，０８０，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【佐賀県信用保証料補給費補助金関係】 

（１）補助金の交付決定について、遅延しているものがあった。 

   補助金交付要綱第３条第３項で、補助金の交付の申請が到着してから、当該

申請に係る補助金の交付を決定するまでに通常要すべき標準的な期間は３０日

と規定されているが、標準処理期間を過ぎて、交付決定されていた。 

 

（２）補助金の額の再確定及び返還時期について、検討を要するものがあった。 

   平成２０年度の補助金の額の再確定を行った結果、補助金に返還が生じてい

るが、返還時期が平成２２年３月であったため、平成２１年度の補助金と相殺

して返還されていた。返還に当たっては、過年度補助金であるため、支出の勘

定科目を設けて予算措置を行ったうえで返還すべきである。 

  今後は、補助事業者が適切な決算処理ができるよう、補助金の額の再確定及

び返還時期については、補助事業者と協議のうえ処理されたい。 

  

 

【佐賀県中小企業信用保証損失補償金関係】 

（１）補償金の交付決定について、遅延しているものがあった。 

   補償金交付要綱第５条第３項で、補償金の交付申請が到着してから、当該申

請に係る補償金の交付を決定するまでに通常要すべき標準的な期間は３０日と

規定されているが、標準処理期間を過ぎて、交付決定されていた。 

 

（２）実績報告書の審査について、適正でないものがあった。 

補償金交付要綱で、実績報告と補償金交付申請を兼ねた様式により提出する

よう規定されているが、補償金交付申請書のみの提出で補助金の額の確定を行

っていた。 
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所 管 課   水産課 

団 体 名   社団法人佐賀県玄海栽培漁業協会 

財政的援助内容 

出資金 出 資 額        ２０，０００，０００円 

補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県回遊性資源増大パイロット事業費補助 

 補助事業費        １５，８９５，９４６円 

 補助金交付額         ６，２５０，０００円 

負担金 

負 担 事 業 名 社団法人佐賀県玄海栽培漁業協会会費負担 

 負担事業費        １５，０００，０００円 

 負担金交付額         ６，２５０，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【出資団体関係】 

（１）施設の管理委託契約書に定める備品等の明細が通知されていなかった。 

   団体に玄海地区種苗量産施設の業務管理を委託し、その委託内容は、種苗量

産施設及び付属設備並びに備品による種苗量産業務及び施設物件の管理に関す

ることとなっていたが、施設及び付属設備並びに備品の明細が通知されていな

かった。 

 

【佐賀県回遊性資源増大パイロット事業費補助金関係】 

（１）実施要領の内容で、適正でないものがあった。 

   平成２１年度から、広域回遊性ではなく回遊性の魚類であるカサゴの中間育

成及び放流を補助対象に加えていたが、佐賀県回遊性資源増大パイロット事業

実施要領（以下「実施要領」という。）の対象となる水産物の種類の規定につ

いて追加の改正を行っていなかった。 

 

（２）補助事業の事業評価を実施されたい。 

 補助事業の実施要領で、事業期間は、おおむね７か年と規定されているが、

事業創設から１３年間経過し、当初計画の事業期間のほぼ２倍の期間、事業が

継続実施されている。事業継続に当たっては、事業評価を実施されたい。 

 

（３）実績報告書の審査で、不十分なものがあった。 

   補助事業に要した経費の記載誤りや、補助対象外事業を含めて記載するな

ど、実績報告の内容に誤りがあったにもかかわらず、県はそのまま受理してい

た。 

 

（４）実績報告の審査の在り方で、検討すべきものがあった。 

   補助事業のうち、種苗放流事業の実績報告では、放流実施場所の一覧、魚種

毎の放流数量等の一覧や、放流事業に係る記録写真（３０枚）を添付させてい

るが、提出された実績報告書では、放流実施状況（放流場所毎の放流数量や履

行確認者等）が明確でなかった。実績報告において、放流事業の履行確認者の

記録など、実施状況を確認できる資料を求めるよう検討されたい。 
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所 管 課   林業課 

団 体 名   財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金 

財政的援助内容 

出資金 出 資 額       ６３７，８０５，０００円 

交付金 

交 付 事 業 名 佐賀県森林・林業・木材産業づくり交付金 

 交付事業費           ８６４，０００円 

 交付金交付額           ８６４，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【佐賀県森林・林業・木材産業づくり交付金関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なものがあった。 

   実績報告書で、内容の一部が記載されていないものがあった。所管課におい

ては、審査を徹底されたい。 

 

 

 

所 管 課   土地対策課 

団 体 名   佐賀県土地開発公社 

財政的援助内容 

 

出資金 

 

 

出 資 額 

 

       ３０，０００，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）会計規程の見直しや遵守について、指導を要するものがあった。 

   佐賀県土地開発公社会計規程に誤りがあるものや、同規程に沿った事務処理

が行われていないものがあった。所管課においては、規程の遵守や見直しにつ

いて指導されたい。 

   

 

 

所 管 課   建築住宅課 

団 体 名   佐賀県住宅供給公社 

財政的援助内容 

出資金 出 資 額         ５，０００，０００円 

貸付金 

貸 付 事 業 名 
佐賀県住宅供給公社経営支援資金貸付 

（平成18年度貸付） 

平成22年度末 

貸付残高 
１，１００，０００，０００円 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）事業計画及び資金計画について、県の承認通知が行われていなかった。 

   地方住宅供給公社法の規定に基づき、団体から県に申請された事業計画及び

資金計画について、県の承認通知が行われていなかった。 
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所 管 課   森林整備課 

団 体 名   財団法人佐賀県緑化流通センター 

 

財政的援助内容 

 

出資金 出 資 額         ５，０００，０００円 

公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県緑化センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

【佐賀県緑化センター関係】   

（１）施設使用料の徴収事務の委託で、不適切なものがあった。 

   当施設は、県が施設使用料を徴収する施設であり、施設使用料の徴収事務の

委託については、指定管理に係る協定書及び仕様書で規定されている。 

このような中、別途、仕様書で不足する手続き等を定めた契約書が締結され

ているが、この契約書の表題等が、契約の趣旨と合っておらず、締結も遅れて

いた。 

 

（２）指定管理対象である県備品の金額が、提示されていなかった。 

   管理運営に関する協定書第６条に基づき、県の備品が提示されていたが、備

品台帳に備品金額の記載欄がないので、備品金額を明記されたい。 

 

（３）事業報告に対する県の手続きで、行われていなかったものがあった。 

管理運営に関する協定書第１６条第２項で、県が指定管理者から事業報告を

受理したときは、その内容を確認し、その結果を指定管理者へ通知するととも

に公表すると規定されているが、事業報告に対する県からの結果の通知が行わ

れておらず、公表も行われていなかった。 

 

（４）行政財産使用許可の適正な方法について、指定管理者と協議されたい。 

   指定管理施設のうち、屋内市場、屋外市場については、指定管理者に対して

１年間の行政財産使用許可をしており、指定管理業務仕様書に基づき、指定管

理施設の対象外となっている。 

   指定管理者においては、１年間を通じた使用許可の必要性については、明確

でない面も見受けられる。事業計画に基づき、行政財産の使用許可の見直しの

必要性など、適正な方法について、指定管理者と協議されたい。 

 

 

 

所 管 課   体育保健課 

団 体 名   財団法人佐賀県体育協会 

 

財政的援助内容 

 

出資金 出 資 額       １００，０００，０００円 

補助金 

補 助 事 業 名 （財）佐賀県体育協会運営事業費補助 

 補助事業費        ７９，７７３，７４０円 

 補助金交付額        ７４，３２６，０００円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（国民体育大会 

第３０回九州ブロック大会派遣事業費補助） 

補助事業費        ２２，６３３，３５３円 

補助金交付額        ２２，６３３，３５３円 
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補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（第６５回国民 

体育大会派遣事業費補助） 

 補助事業費        ３３，８３９，３６２円 

 補助金交付額        ３３，８３９，３６２円 

補 助 事 業 名 
各種競技大会派遣事業費補助（第６６回国民 

体育大会冬季大会派遣事業費補助） 

補助事業費         ４，０１９，９９５円 

補助金交付額         ４，０１９，９９５円 

公の施設の 

管 理 
施 設 名 

佐賀県総合運動場、佐賀県総合体育館、市村 

記念体育館 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）スポーツ振興基金の取扱いで、適正な指導が行われていなかった。 

平成２１年度国民体育大会派遣費用の執行残額１６，３２２，４４４円は、

平成２２年度にスポーツ振興基金に繰入されていたが、繰入額の帰属が明確に

処理されていなかった。所管課は、執行残額があったことは把握できていたに

もかかわらず、スポーツ振興基金の取扱いで団体に適正な指導が行われていな

かった。 

 

【（財）佐賀県体育協会運営事業費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱の改正及び補助金交付事務が遅れていた。 

   当補助事業は、県単独補助事業で、補助対象経費として人件費が含まれてお

り、早期の交付が必要であるにもかかわらず、補助金交付要綱の改正手続きや

交付決定事務の遅れにより、補助金の概算払が遅れ、補助事業者に資金繰り

上、不要な負担をかけていた。 

また、補助金交付申請書の提出期限の規定との整合性を図るため、交付申請

書の提出日を遡るよう指示するなど、不適切な事務処理を行っていた。 

補助金交付事務は、適正に行われたい。 

 

（２）実績報告書の審査で、不十分なものがあった。 

   補助事業者は、県補助金を財源として、選手強化費補助等の各種競技団体等

を対象にした間接補助事業を実施しているが、実績報告書では、間接補助金の

交付先、交付年月日、交付額をまとめた資料が添付されているだけで、間接補

助事業の成果が具体的には報告されていなかった。実績報告書の審査において

は、補助事業の成果が、補助金交付決定の内容及び条件に適合しているかを確

認する必要があることから、間接補助事業の成果がわかる資料の提出を求める

などにより、その内容の審査を徹底されたい。 

 

【佐賀県総合運動場関係】 

（１）利用料金の規定で、整備を要するものがあった。 

   利用者の都合に配慮して、大会等の場合には供用開始時間（午前８時３０

分）前から陸上競技場の使用を許可しているが、その際、「施設の利用及び管

理に関する規則」の別表第２の第１表の（１）占用利用の表に規定する「１時

間ごとの超過利用料」の項の金額（施設全部の場合 ２，２５０円／時間）を徴

収していた。 
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   しかしながら、この規定は許可時間を超えて利用した場合の利用料を定めた

ものであるため、供用開始前に利用する場合の利用料金に関する規定の整備に

ついて、補助競技場利用料の規定等を参考に指定管理者を指導されたい。 

 

（２）施設利用料の取扱いで、検討を要するものがあった。 

   指定管理者が実施する自主事業に係る収入のうち、施設の利用に係るものは

施設利用料に計上すべきところ、自主事業収入に計上されているものがあっ

た。 

空き施設の利用を増加させるため、指定管理者が自主的に県の施設を利用し

た事業を実施し、利用者から利用料を徴収しているが、その際、施設利用料と

プログラム参加料等を分けずに、一括して自主事業収入として計上されてい

た。 

施設利用料は、指定管理経費の算定に重要なものであることから、指定管理

者から自主事業収入の内容確認や検査を徹底するなどして、施設利用料の把握

に努められたい。 
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２ 補助金等交付団体関係 

 

所 管 課   こども未来課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県私立幼稚園運営費補助 

 補助団体数 学校法人光生学園ほか７４団体 

 補助事業費     ３，７５４，４６６，７８８円 

 補助金交付額     １，５０９，５９６，０００円 

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付事務について、適正でないものがあった。 

① 補助金交付要綱第５条で、補助金額の園児数割については、定員内園児数

により按分すると規定されているが、平成２２年５月１２日付けの補助金交

付申請書において、定員内園児数を超過した園児数で補助金の交付申請され

たものを、そのまま受理し、交付決定を行っていた。補助金交付申請書の審

査を徹底されたい。 

   

② 所管課は、補助金交付申請書の審査の過程で、補助事業に要する経費から

除外すべき経費（他の市町補助金の補助対象経費）があることを把握してい

たにもかかわらず、補助金交付決定において、この補助対象外経費を「補助

事業に要する経費」に含めた額を記載し、補助事業者に通知していた。                

 

（２）補助金交付申請書等の審査や補助事業者の指導で、徹底すべきものがあ 

った。 

補助金交付要綱第４条別表で、補助活動費など補助対象外経費が規定されて

いるが、補助金交付申請書の添付書類では、支出予算額は、補助対象外経費を

含めない額である旨明記しているにもかかわらず、補助活動費など補助対象外

経費を含めて記載しているものがあった。また、実績報告においても同様の誤

りがあった。所管課においては、補助金交付申請等の審査や補助事業者への指

導を徹底されたい。 

 

（３）補助金の額の確定が、遅れているものがあった。 

関係書類が揃っていたにもかかわらず、補助金の額の確定が遅れていた。 

 

 

 

所 管 課   こども未来課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県私立幼稚園特別支援教育費補助 

 補助団体数 学校法人鳥栖学園ほか３２団体 

 補助事業費       １１５，７３７，２８９円 

 補助金交付額        ６０，５７６，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付申請書等の審査で、適正でないものがあった。 

補助金交付申請書の添付書類である収支予算書の収入の部の補助金欄につい
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て、補助対象経費の財源となる全ての補助事業の補助金額を上段に記載し、当

補助事業の補助金額を下段に括弧書きで、記載するよう規定されている。補助

対象経費である障害児の教育のために必要な人件費等に対し、他の県補助金が

交付されていたにもかかわらず、補助金欄の上段に、他の県補助金を含めない

額を記載しているものがあったが、県は、そのまま受理していた。また、実績

報告書でも同様の記載誤りがあった。補助金交付申請書等の審査を徹底された

い。 

 

 

 

所 管 課   こども未来課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県私立幼稚園預かり保育推進事業費補助 

 補助団体数 学校法人鳥栖学園ほか７０団体 

 補助事業費       １６０，２９９，３３６円 

 補助金交付額       １４９，６３４，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金の額の確定が、遅れているものがあった。 

関係書類が揃っていたにもかかわらず、補助金の額の確定が遅れていた。 

 

 

 

所 管 課   こども未来課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県私立中学校・高等学校運営費補助 

 補助団体数 学校法人大隈記念早稲田佐賀学園ほか８団体 

 補助事業費     ５，３７８，４３６，０００円 

 補助金交付額     ２，３３７，２００，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）実績報告書の審査で、不十分なものがあった。 

補助対象外経費のうち、「補助活動等に要する経費控除額」などの算出に誤

りがあったことから、結果として補助事業に要した経費が誤っていた。 

所管課においては、審査を徹底されたい。 

 

 

 

所 管 課   循環型社会推進課 

財政的援助内容 負担金 

負 担 事 業 名 第５回３Ｒ推進全国大会実行委員会負担金 

 団 体 名 第５回３Ｒ推進全国大会実行委員会 

 負担事業費        １３，００１，３０７円 

 負担金交付額         ５，５００，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 
 

（１）実行委員会の設置に当たり、県庁内での協議が不十分であった。 
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    実行委員会設置の際、その必要性及び規約等の内容について、「協議会の設

置及び運営に関する基本指針」で、本部の企画・経営グループに協議するとと

もに、規約等の内容については、職員課の確認を受けることとなっているが、

されていなかった。 

 

 

 

所 管 課   循環型社会推進課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県廃棄物処理施設整備関連唐津市鎮西町 

地域振興特別助成 

 補助団体数 菖蒲自治会ほか１団体 

 補助事業費        ８７，１９９，５００円 

 補助金交付額        ２４，７５０，５４７円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）助成金交付申請書の内容を十分に確認しないまま、交付決定をしているもの

があった。 

助成金交付申請書の添付書類としての工事設計書について、工事費、工事管

理費及び諸経費の金額のみを記載しただけのものが提出されており、積算根拠

を確認しないまま交付決定していた。 

 

（２）助成事業に係る経費が、補助事業者の予算及び決算に計上されていな 

  かった。 

   助成事業（公民館の建築）に係る経費が、助成事業者の予算及び決算に計上

されていなかった。 

   助成金交付申請等の際に、予算の計上の有無等について、指導及び審査を徹

底されたい。 

 

（３）助成事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について、指導されたい。 

助成金交付要綱第６条で、消費税及び地方消費税の申告により当該助成金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、知事に報

告するよう規定されているが、交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、

助成事業者から提出されていなかった。特に、原則課税方式の場合、助成金に

係る消費税及び仕入控除税額の確定により、助成金の返還等の可能性も出てく

る中、所管課は、助成事業者の消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱

規定の仕入控除税額の報告について、助成事業者に明確に確認していなかっ

た。申告方法等の確認を徹底し、消費税の申告により、助成金に係る消費税及

び仕入控除税額が確定した場合は、知事への報告を行うよう指導されたい。 
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所 管 課   循環型社会推進課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県産業廃棄物処理適正管理推進事業費補助 

 補助団体数 株式会社三協環境開発 

 補助事業費         ６，６４７，６４８円 

 補助金交付額         ３，０００，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）実績報告書の提出日付について、県と補助事業者で相違していた。 

補助金交付要綱で、実績報告書の提出期限は、補助事業の完了の日から３０

日以内又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日と規定されているが、実績

報告書の提出日付について、県と補助事業者で相違しており、実際の提出日が

不明確となっていた。 

 

 

 

所 管 課   循環型社会推進課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県電子マニフェスト等適正管理促進事業費補助 

 補助団体数 社団法人佐賀県産業廃棄物協会 

 補助事業費         ４，０００，０００円 

 補助金交付額         ４，０００，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金変更交付申請書の審査で、適正でないものがあった。 

   電子マニフェスト推進員の設置費で、当初申請では４月から１２月までの９

か月を予定されていた。しかしながら、変更交付申請書においては、電子マニ

フェスト推進員の交代が変更理由であるにもかかわらず、変更承認に際して

は、設置期間の延長理由等も確認しないままに、推進員の設置期間を１２か月

として変更承認をし、変更交付決定がなされていた。 

 

（２）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

  ① 補助事業の内容に間接補助事業が含まれているが、間接補助事業に関する

規定が設けられていなかった。 

 

② 補助金交付申請書で、事業等の効果の記載がなかった。 

    佐賀県補助金等交付規則第３条第２号で、補助金交付申請書に事業等の効

果を記載するよう定められていることから、交付申請書に事業等の効果を記

載するよう規定されたい。 

 

（３）補助金変更交付申請がなされていないものがあった。 

   補助対象経費に事業内容が違う補助事業者が実施する経費と間接補助事業者

が実施する経費があるが、補助事業に要する経費間の配分の変更については、

各経費区分間の２０％以内の変更は知事の承認を要しないとして、補助金変更

交付申請がなされていなかった。 
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（４）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について、指導されたい。 

補助金交付要綱第５条で、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、知事に報告

するよう規定されているが、交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、補

助事業者から提出されていなかった。特に、原則課税方式の場合、補助金に係

る消費税及び仕入控除税額の確定により、補助金の返還等の可能性も出てくる

中、所管課は、補助事業者の消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規

定の仕入控除税額の報告について、補助事業者に明確に確認していなかった。

申告方法等の確認を徹底し、消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕

入控除税額が確定した場合は、知事への報告を行うよう指導されたい。 

 

 

 

所 管 課   地域福祉課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）補助 

 補助団体数 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

 補助事業費        ２８，５０７，６９０円 

 補助金交付額        ２５，１３０，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金事務手続きの遅れで、補助金の支払（概算払）が遅延しているものが

あった。 

当補助金は、当初予算に計上され、しかも、補助対象事業費の大半が補助事

業者の役職員の人件費となっている。 

補助事業の目的である佐賀県社会福祉協議会の企画調整機能を強化し、民間 

福祉活動推進に関する指導体制の確立を図るためにも、補助金の早期支出に努

められたい。 

 

 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県セーフティネット支援対策等事業費補助 

（地域福祉増進事業費） 

 補助団体数 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

 補助事業費        ７９，１３７，４９６円 

 補助金交付額 ７１，２１０，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金の交付事務について、適正でないものがあった。 

   年度当初から事業が行われており、かつ、平成２２年８月２６日に県の一般

財源分のみで補助金交付決定を行っているにもかかわらず、補助金の交付は平

成２３年１月５日となっていた。 

   補助金の早期交付に努められたい。 
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財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県生活福祉資金貸付事業相談員設置費補助 

 補助団体数 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

 補助事業費        ３７，６９３，０００円 

 補助金交付額        ３７，６９３，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）実績報告書の審査について、適正でないものがあった。 

   補助事業者の相談員（２名）の雇用期間が、１２か月と６か月であるにもか

かわらず、事業実績では、配置日が平成２２年７月１日と平成２２年１２月２

８日と誤って記載されていた。実績報告書の審査については適正に審査された

い。 

 

（２）補助金の交付決定が遅延していた。 

 補助金の交付事務が遅れ、当初の交付決定通知は、実際は平成２２年７月に

行っていたが、通知文書の日付を同年４月に遡って記載していた。 

補助金交付要綱に、補助金等の交付の申請が到達してから当該申請に係る補

助金等の交付の決定をするまでに通常要すべき標準的な期間を明記されたい。 

  

 

 

所 管 課   長寿社会課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県軽費老人ホーム事務費補助 

 補助団体数 社会福祉法人真栄会ほか２３団体 

 補助事業費       ８６３，６３３，８９５円 

 補助金交付額       ５６９，０５５，０００円 

監査実施団体数   ６団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付申請書等の審査や補助事業者への指導を徹底すべきものがあっ 

た。 

   補助金の算定上重要な利用者の収入認定等が誤っているものがあり、中に

は、補助金を過大に受領しているものがあった。また、事務費対象経費実支出

額の報告で、誤りがあるものもあった。 

   所管課においては、補助金交付申請書等の審査や補助事業者への指導を、徹

底されたい。 

   ア 利用者の収入認定を誤り、利用者からの事務費徴収額（サービス提供

料）を過尐に算定し、また、民間施設給与等改善費を過大に算定した結

果、補助金を過大に受領していたもの  

 

   イ 利用者の収入認定において、必要経費の取扱いが誤っていたもの 

 

   ウ 利用者の収入認定において、対象外である遡及して支払われた年金を対

象収入に算入していたもの 
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   エ 補助対象外経費を事務費対象経費実支出額に含めて報告していたもの 

 

（２）実績報告書の審査について、適正でないものがあった。 

   実績報告書の添付資料「利用料納付額及び事務費基準額内訳」の「利用料納

付額（事務費及び生活費）」のうち生活費については、本来、決算額を計上す

べきところ、各法人の利用規程で定めた基本額に年間利用人員を乗じて算定し

た額を計上しているものがあった。 

 

 

所 管 課   長寿社会課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県老人福祉施設等施設整備費補助 

 補助団体数 社会福祉法人清水福祉会 

 補助事業費       １９０，９０８，３１１円 

 補助金交付額       １４０，２１０，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付事務について、適正でないものがあった。 

   県の交付決定通知日と文書施行日が異なっており、実際は、交付申請が到達

してから交付を決定するまでの標準的な期間（３０日）を過ぎて交付決定され

ていた。また、補助事業者と県で実績報告書の提出日や、補助金の額の確定通

知日と文書施行日が異なっているものがあった。 

   

 

所 管 課   長寿社会課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 

佐賀県介護基盤緊急整備等特別対策事業（既存 

施設のスプリンクラー整備支援特別対策事業） 

補助 

 補助団体数 医療法人透現ほか１８団体 

 補助事業費       ６９０，４９５，６３０円 

 補助金交付額       ４９７，７９１，０００円 

監査実施団体数   ３団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について、指導されたい。 

   補助金交付要綱第７条（９）で、消費税の申告により、補助金に係る消費税

及び仕入控除税額が確定した場合は、知事に報告するよう規定されているが、

交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、補助事業者から提出されていな

かった。特に、原則課税方式の場合、補助金に係る消費税及び仕入控除税額の

確定により、補助金の返還等の可能性も出てくる中、所管課は、補助事業者の

消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規定の仕入控除税額の報告につ

いて、補助事業者に明確に確認していなかった。申告方法等の確認を徹底し、

消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕入控除税額が確定した場合

は、知事への報告を行うよう指導されたい。 
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所 管 課   長寿社会課 

財政的援助内容 交付金 

交 付 事 業 名 佐賀県介護職員処遇改善交付金 

 団 体 名 佐賀県国民健康保険団体連合会 

 交付金事業費     １，１３８，１８７，７５２円 

 交付金交付額     １，１３８，１８７，７５２円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）交付金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

佐賀県補助金等交付規則第４条第３項に定める補助金交付決定をするまでの

標準的な処理期間及び佐賀県補助金等交付規則の施行について（通知）１２の

（１）に定める実績報告書の提出時期について、定められていなかった。  

 

 

 

所 管 課   障害福祉課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業助成 

 補助団体数 社会福祉法人若楠ほか６８団体 

 補助事業費       ２５９，２７９，１３５円 

 補助金交付額       ２４２，８６２，０７５円 

監査実施団体数   ４団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）実績報告書の審査について、適正でないものがあった。 

実績報告書の賃金改善額の欄に、実績額ではなく、助成金額と同額の金額が

記載されていたが、実際の賃金改善額は助成金額を上回っており、助成金上限

額まで補助金の追加交付申請が可能であった。 

実績報告書の審査を徹底されたい。      

 

（２）助成金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

  ① 助成金交付申請書において、事業等の目的の記載欄がないので、交付要綱

上規定を設けられたい。 

 

  ② 助成金交付要綱第１１条第２項（助成金の交付の条件）における条文中、

「前項第１号」と規定すべきところ、誤って「前項第７号」と規定してい

た。 

 

（３）助成金交付申請書の審査について、適正でないものがあった。 

   過年度に支払った賃金改善額を助成対象として申請する場合は、助成金交付

要綱第９条第２項で、過年度支払の賃金改善内容を証明する書類（支給額一覧

等）を、助成金交付申請の際に提出するよう規定されているが、この規定に該

当するにもかかわらず、同書類が添付されていないものをそのまま受理してい

た。               

 

（４）助成金変更交付申請書の審査について、適正でないものがあった。 



 

- 87 - 

助成金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき、助成金変更承認申請書に同

要綱規定のキャリアパス要件等届出書を添付されていたが、同届書の「平成２

１年４月報酬改定を踏まえた処遇改善に関する定量的要件」の「実施に要した

費用の概算額」の欄が、未記載であったものを、所管課は、そのまま受理して

いた。        

 

（５）助成金の変更交付決定で、遅延しているものがあった。 

 

（６）助成金の交付で、遅延しているものがあった。 

平成２２年９月２４日付けで助成金の概算払請求書が提出されていたが、事

務処理の遅れにより、平成２２年１２月1日に助成金が交付されていた。                    

 

（７）平成２２年度監査指摘について、改善されていないものがあった。 

前年度の監査で、「実績報告書の審査において、補助対象事業として実施し

た賃金改善の対象職員が、助成金交付要綱第５条規定の対象職種に該当する

か、確認されていなかった。」と指摘していたが、実績報告書の審査におい

て、確認されていないものがあった。 

 

 

 

所 管 課   障害福祉課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県障害者就労訓練設備等整備事業補助 

（グループホーム等改修事業） 

 補助団体数 特定非営利活動法人つくしのさとほか３団体 

 補助事業費        １６，８８０，４６３円 

 補助金交付額        １０，７２８，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）契約方法について、団体への指導が不適切なものがあった。 

交付決定通知の遵守事項には、建設工事の請負契約は、一般競争入札か、指

名競争入札とされている。このような中、補助事業者は、指名業者のうち、全

体工事の入札書（見積書）の最低価格業者を契約業者と決定したものの、実際

の契約では、業者決定の根拠とした全体工事ではなく、全体工事のうち建築工

事のみを契約していた。また、全体工事のうち、その他の設備、電気、水道の

工事は、補助対象工事とせず、指名業者とは別業者と随意契約を行っていた。 

補助対象工事の業者決定方法が遵守事項の内容とは異なっており、業者決定

の根拠が不明確となっていた。また、契約時に必要となる県への契約金額の報

告でも、補助事業者は、誤って、当初の全体工事の入札書（見積書）の最低価

格を記載していた。 

補助事業者は、遵守事項の契約方法について、理解していない状況にあっ

た。所管課は契約方法について、明確にするとともに、補助事業者への指導を

適切に行われたい。  
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（２）補助金の額の確定において、現地確認に努められたい。 

 実績報告書の審査に当り、所管課は、現地確認を行っていなかった。「佐賀

県補助金等交付規則の施行について」１２では、実績報告書の内容の確認等

は、県民ニーズの把握、現場主義の徹底を図る観点から、極力、職員が実地に

赴き確認することを基本とする旨、規定されている。補助対象事業は、施設の

改修工事で、竣工の確認も必要であり、所管課は、実績報告書の審査におい

て、現地確認に努められたい。 

 

（３）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

   佐賀県補助金等交付規則第４条第３項に定める補助金交付申請処理に係る標

準的な期間について、定められていなかった。 

 

（４）補助金交付申請書等の審査で、不十分なものがあった。 

国及び県の補助金交付要綱に基づく各種提出書類の審査を適正かつ確実に行

われたい。 

 

 

 

所 管 課   障害福祉課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県障害福祉関係施設整備費補助 

 補助団体数 社会福祉法人若楠ほか３団体 

 補助事業費       １３４，６２０，５００円 

 補助金交付額        ７５，１３６，０００円 

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

 佐賀県補助金等交付規則第４条第３項に定める補助金交付申請処理に係る標

準的な期間について、定められていなかった。 

 

（２）補助事業の進行管理がされていなかった。 

   補助金交付要綱に定める工事着工報告書、工事進捗状況報告書を提出させ

ず、事業の進行管理がされていなかった。    

 

（３）補助金の概算交付時期で検討を要するものがあった。 

   補助金が概算払されていたが、工事が終了し、補助事業者が事業費の支払を

完了してからの支払となっていた。補助事業者の進行管理を着実に行い、補助

事業者の資金繰り等に負担をかけないよう適切な時期の概算払を検討された

い。                 

 

（４）工事着工報告書及び工事進捗状況報告書に不備があった。 

   佐賀県障害福祉関係施設整備費補助金交付要綱第８条第１項（状況報告）

で、工事着工報告書は着工した日から５日以内、工事進捗状況報告書は毎年 

１２月末日現在の工事の進捗状況を翌月１０日までに知事へ提出する旨規定さ

れているが、報告年月日の記載がないことから、報告された時期が確認できな
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い状況となっていた。      

 

（５）実績報告書の審査で、不十分なものがあった。 

実績報告書で、適正でないものをそのまま受理していた。実績報告書の審査

を徹底されたい。              

 

（６）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について、指導されたい。 

補助金交付要綱第７条で、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、知事に報告する

よう規定されているが、交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、補助事

業者から提出されていなかった。特に、原則課税方式の場合、補助金に係る消

費税及び仕入控除税額の確定により、補助金の返還等の可能性も出てくる中、

所管課は、補助事業者の消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規定の

仕入控除税額の報告について、補助事業者に明確に確認していなかった。申告

方法等の確認を徹底し、消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕入控

除税額が確定した場合は、知事への報告を行うよう指導されたい。 

 

 

 

所 管 課   障害福祉課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県障害者自立支援基金特別対策事業費（基盤 

整備事業等）補助 

 補助団体数 社会福祉法人若楠ほか１１団体 

 補助事業費       １４６，００５，６７６円 

 補助金交付額       １００，２０８，０００円 

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金の交付決定について、遅延しているものがあった。 

   補助金交付要綱第３条第３項で、補助金の交付の申請が到着してから当該申

請に係る補助金の交付を決定するまでに通常要すべき標準的な期間は３０日と

規定されているが、標準処理期間を過ぎて、交付決定されていた。 

 

（２）補助金の額の確定において、現地確認に努められたい。 

 補助金の額の確定に当たり、所管課は、現地確認を行っていなかった。「佐

賀県補助金等交付規則の施行について」１２では、実績報告書の内容の確認等

は、県民ニーズの把握、現場主義の徹底を図る観点から、極力、職員が実地に

赴き確認することを基本とする旨、規定されている。補助対象事業は、施設の

増改築工事等で、竣工の確認も必要であり、所管課は、補助金の額の確定にお

いて、現地確認に努められたい。 

 

（３）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について、指導されたい。 

   補助金交付要綱第４条（８）で、消費税の申告により、補助金に係る消費税
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及び仕入控除税額が確定した場合は、知事に報告するよう規定されているが、

交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、補助事業者から提出されていな

かった。特に、原則課税方式の場合、補助金に係る消費税及び仕入控除税額の

確定により、補助金の返還等の可能性も出てくる中、所管課は、補助事業者の

消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規定の仕入控除税額の報告につ

いて、補助事業者に明確に確認していなかった。申告方法等の確認を徹底し、

消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕入控除税額が確定した場合

は、知事への報告を行うよう指導されたい。 

 

 

 

所 管 課   障害福祉課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県就労継続支援事業大規模生産設備整備 

事業補助 

 補助団体数 社会福祉法人このめの里ほか２団体 

 補助事業費        ７４，５６８，９８３円 

 補助金交付額        ７３，２９７，０００円 

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付決定において、交付条件が一部記載されていなかった。 

補助金交付決定において、佐賀県補助金等交付規則第６条の規定に基づき、

交付条件を付した場合は、交付決定通知書に記載して補助事業者等に通知する

必要があるが、交付条件の一部が補助金交付決定通知に記載されていなかっ

た。 

 

（２）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について指導されたい。 

補助金交付要綱第５条で、消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕

入控除税額が確定した場合は、知事に報告するよう規定されているが、交付要

綱規定の仕入控除税額の報告について、補助事業者から提出されていなかっ

た。特に、原則課税方式の場合、補助金に係る消費税及び仕入控除税額の確定

により、補助金の返還等の可能性も出てくる中、所管課は、補助事業者の消費

税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規定の仕入控除税額の報告につい

て、補助事業者に明確に確認していなかった。申告方法等の確認を徹底し、消

費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕入控除税額が確定した場合は、

知事への報告を行うよう指導されたい。 
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所 管 課   医務課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県災害医療センター設備整備費補助 

 補助団体数 
地方独立行政法人佐賀県立病院好生館ほか 

２団体 

 補助事業費        ４７，４３５，７７０円 

 補助金交付額        ３１，５３４，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付事務について、適正でないものがあった。 

補助対象の機器等整備費が、当初の補助金交付申請額より下回り、補助金額

に残余が生じたため、補助対象要件に適合した新たな種別の機器の追加整備を

行っていたが、所管課は、この追加整備について事前に把握していたにもかか

わらず、補助金変更承認申請書の提出を補助事業者に求めていなかった。 

補助金交付事務は、補助金交付要綱に即して適正に行われたい。 

   

   補助対象事業費及び補助金額の状況 

区  分 申請時の事業費 実績報告額 

携帯型超音波

診断装置外① 
２２，１７５，７２０円 ２０，６７０，４３０円 

追加整備 

機器分② 
         － １，６３８，０００円 

補助対象経費

合計額（①＋②） 
２２，１７５，７２０円 ２２，３０８，４３０円 

補助金額 １４，７８３，０００円 １４，７８３，０００円 

 

（２）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

 補助金交付要綱第５条第１項第２号で、経費の配分の変更に係る知事の承認

について規定されているが、補助事業者が、補助対象の「基幹災害医療センタ

ー」と「地域災害医療センター」の両方の事業を併せて実施することはない。

このため、経費の配分という事態が生じることはないので、実態を踏まえて、

要綱の規定を改正されたい。 

 

 

 

所 管 課   医務課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県医療施設耐震改修事業費補助 

 補助団体数 医療法人唐虹会ほか４団体 

 補助事業費     １，９１２，４３６，９５６円 

 補助金交付額       ４０４，１７３，０００円 

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金の額の確定において、現地確認に努められたい。 

 補助金の額の確定に当たり、所管課は、現地確認を行っていなかった。「佐
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賀県補助金等交付規則の施行について」１２では、実績報告書の内容の確認等

は、県民ニーズの把握、現場主義の徹底を図る観点から、極力、職員が実地に

赴き確認することを基本とする旨、規定されている。補助対象事業は、施設の

新設工事で２か年度の事業であり、平成２２年度の補助金は建設工事の出来高

率で算定されることから、所管課は、補助金の額の確定に際して、現地確認に

努められたい。 

 

（２）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

   佐賀県補助金等交付規則第４条第３項に定める補助金交付申請処理に係る標

準的な期間について、定められていなかった。 

 

（３）補助金交付申請書等の審査で、不十分なものがあった。 

補助金交付申請書、補助金変更承認申請書、実績報告書及び補助金交付請求

書において、法人の代表者である理事長の印（丸印）が押印されていないにも

かかわらず、受理していた。        

 

 

 

所 管 課   医務課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県病院内保育所運営事業費補助 

 補助団体数 医療法人春陽会ほか２団体 

 補助事業費        ９６，４４３，６７６円 

 補助金交付額       １１，３９４，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金の早期支出について、検討されたい。 

   補助事業は、年度当初から開始されているが、県の補助金交付申請通知が遅

れていた。これは、県が国からの補助金内示通知を受けた後、補助事業者に補

助金交付申請通知をしているためである。 

 県は、当初予算で予算を計上していることから、年度当初に補助金交付申請

通知を行い、補助事業者に資金繰りの負担をかけないよう、早期の補助金交付

決定と補助金支出を検討されたい。 

 

（２）補助金交付要綱で、改善を要するものがあった。 

補助金の交付条件として、「補助事業の内容を変更する場合においては、知

事の承認を受けること。（ただし、軽微な変更は除く。）」とあるが、この

「軽微な変更」についての規定がなかった。 
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所 管 課   健康増進課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県がん診療連携拠点病院機能強化事業費 

補助 

 補助団体数 
地方独立行政法人佐賀県立病院好生館ほか 

１団体 

 補助事業費        ２７，７４９，６２１円 

 補助金交付額        ２７，２５７，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付事務で、適正でないものがあった。 

  ① 補助金交付要綱の正式な通知を行っていなかった。 

    補助金の予算については、平成２２年度当初予算で措置されていたが、補

助事業者に対する補助金交付要綱の通知が行われず、担当者間のメールで送

付されていた。         

 

  ② 実績報告書が、期限を過ぎて提出されていた。 

    補助金交付要綱第７条で規定された期限後に提出された実績報告書をその

まま受理していた。       

 

 

 

所 管 課   健康増進課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県新型インフルエンザ患者入院医療機関設備 

整備事業費補助 

 補助団体数 社団法人巨樹の会ほか１２団体 

 補助事業費        ２６，６６７，３４５円 

 補助金交付額        ２６，６６２，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

   佐賀県補助金等交付規則第３条第２号で、補助金交付申請書に事業等の目的

及び効果を記載するよう規定されていることから、補助金交付申請書に事業等

の目的及び効果を記載するよう交付要綱を見直されたい。 

 

（２）補助金交付要綱の規定と異なる取扱いをしていた。 

   補助金交付要綱第２条で、医療資器材を複数の種類整備する場合、「基準

額」と「対象経費の実支出額」は、医療資器材ごとではなく、合計額で比較す

ると規定されている。しかし、交付決定の段階では、合計額ではなく医療資器

材ごとに比較してその尐ない方の額を選定し、その合計額を補助金の交付決定

額としていた。 

    

（３）補助金交付申請書の審査で、不十分なものがあった。 

補助金交付申請書に誤り及び適正でないものがあった。所管課においては、

審査を徹底されたい。 
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（４）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について指導されたい。 

補助金交付要綱第６条で、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、知事に報告する

よう規定されているが、交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、補助事

業者から提出されていなかった。特に、原則課税方式の場合、補助金に係る消

費税及び仕入控除税額の確定により、補助金の返還等の可能性も出てくる中、

所管課は、補助事業者の消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規定の

仕入控除税額の報告について、補助事業者に明確に確認していなかった。申告

方法等の確認を徹底し、消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕入控

除税額が確定した場合は、知事への報告を行うよう指導されたい。 

 

 

 

所 管 課   企業立地課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県物流施設立地促進補助 

 補助団体数 日本生活協同組合連合会ほか２団体 

 補助事業費     ８，８１６，２７４，６４７円 

 補助金交付額       ２０６，３２４，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付申請書及び実績報告書の審査について、不十分なものがあった。 

   補助金交付申請書及び実績報告書に記載された補助金算定の基礎となる投資

額については、対象とならない尐額経費を控除することとなるが、補助金申請

者が尐額経費分を重複して控除しているにもかかわらず、所管課は、そのまま

交付決定及び額の確定を行っていたものがあった。補助金算定の基礎となる投

資額は、補助金額決定の根拠となるものであり、確認を徹底されたい。              

 

 

 

所 管 課   企業立地課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県工場等立地促進補助 

 補助団体数 株式会社佐賀鉄工所ほか３団体 

 補助事業費    １２，１５３，６４３，１３２円 

 補助金交付額     １，６４３，９９５，０００円 

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付申請に対する交付決定が遅れていたものがあった。 

補助金交付要綱第４条第３項で、補助金の交付申請が到着してから当該

申請に係る補助金の交付を決定するまでに通常要すべき標準的な期間は 

９０日間と規定されているが、標準期間を過ぎて、交付決定されてい

た。 
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所 管 課   雇用労働課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県認定職業訓練運営費補助 

 補助団体数 
職業訓練法人鹿島藤津高等職業訓練運営会 

ほか１１団体 

 補助事業費        ５３，９０４，５３９円 

 補助金交付額        ２５，１９３，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱で、改正を要するものがあった。 

  ① 補助金交付申請書に事業等の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則第３条第２号で、補助金交付申請書に事業等の効

果を記載するよう規定されていることから、補助金交付申請書に事業等の効

果を記載するよう補助金交付要綱を見直されたい。 

 

② 標準的な処理期間の定めがなかった。 

佐賀県補助金等交付規則第４条第３項に定める補助金交付申請処理に係る

標準的な期間について、定められていなかった。 

 

  ③ 補助金交付申請書の様式が誤っていた。 

   

 

 

所 管 課   林業課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県造林事業補助 

 補助団体数 神埼郡森林組合ほか２２団体 

 補助事業費       ５７７，４４１，０００円 

 補助金交付額       ２３４，９３１，９９０円 

監査実施団体数   ２団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について指導されたい。 

補助金交付要綱第６条で、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に

係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、知事に報告するよう規

定されているが、交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、補助事業者か

ら提出されていなかった。特に、原則課税方式の場合、補助金に係る消費税及

び仕入控除税額の確定により、補助金の返還等の可能性も出てくる中、所管課

は、補助事業者の消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規定の仕入控

除税額の報告について、補助事業者に明確に確認していなかった。申告方法等

の確認を徹底し、消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕入控除税額

が確定した場合は、知事への報告を行うよう指導されたい。 
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所 管 課   林業課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県侵入竹林等緊急整備事業費補助 

 補助団体数 神埼郡森林組合ほか８団体 

 補助事業費        ７８，３３１，９６３円 

 補助金交付額        ７６，７３２，０００円 

監査実施団体数   ３団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助事業の検査で、不十分なものがあった。 

① 佐賀県侵入竹林等緊急整備事業実施要領の運用の「２写真管理基準」に規

定されている１施工地の撮影箇所数について、基準を下回る撮影箇所数とな

っていたものがあったが、農林事務所の事業完了時の現地検査において、特

に指導等は行われていなかった。  

 

  ② 当補助事業に係る県実施要領の規定に基づき、農林事務所職員による検査

が実施されていたが、事業完了届の記載内容に誤りがあり、また、補助対象

事業の契約事務で不適切なものがあったにもかかわらず、修正指示や不適切

な事務処理を是正させることなく、そのまま受理していた。 

 

（２）補助事業の実施要領に係る通知で、適切でないものがあった。 

   補助事業の実施要領の運用通知で、県の検査対象となる書類として、同事業

に係る賃金単価等の記載や、領収印などが必要な賃金支払簿が規定され、委託

事業においても、業務に従事した全ての職員について、同支払簿を補助事業者

が整備するよう求めていた。 

鳥栖市森林組合においては、委託先の業者が、受託前から月給制で雇用し、

月のうち数日のみ従事した職員については、受託業務だけに係る支払簿の作成

ができなかったことから、県の検査時に、同従事者の支払簿が提示されていな

かった。所管課においては、補助事業の制度設計に当たっては、事業実施上の

課題を把握し、適切な実施要領を定められたい。 

 

（３）補助事業の消費税の確定申告により仕入額控除した消費税及び地方消費税額

に係る補助金が確定した際の報告書の提出について指導されたい。 

   補助金交付要綱第６条第４項で、消費税の申告により、補助金に係る消費税

及び仕入控除税額が確定した場合は、知事に報告するよう規定されているが、

交付要綱規定の仕入控除税額の報告について、補助事業者から提出されていな

かった。特に、原則課税方式の場合、補助金に係る消費税及び仕入控除税額の

確定により、補助金の返還等の可能性も出てくるなか、所管課は、補助事業者

の消費税の申告の有無、申告した場合の交付要綱規定の仕入控除税額の報告に

ついて、補助事業者に明確に確認していなかった。申告方法等の確認を徹底

し、消費税の申告により、補助金に係る消費税及び仕入控除税額が確定した場

合は、知事への報告を行うよう指導されたい。 

 

 

 

 



 

- 97 - 

所 管 課   農地整備課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 
佐賀県地域農業水利施設ストックマネジメント 

事業補助 

 補助団体数 川上南部土地改良区ほか１８団体 

 補助事業費       １３７，９５８，３００円 

 補助金交付額        ９２，９９９，６００円 

監査実施団体数   ３団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付事務について、不適切なものがあった。 

実績報告書には詳細な事業量が記載されているが、補助金交付申請書には

「一式」と記載されているのみで詳細な事業量の記載がなかった。補助金交付

申請書に、詳細な事業量を記載するよう指導されたい。 

 

（２）補助事業の確認調査について、適正でないものがあった。 

当補助事業については、佐賀県団体営農業農村整備事業等指導監督要領を適

用し、所轄農林事務所において、実績報告書や補助事業に係る設計書等の確認

調査が行われていたが、この確認調査の実施により、事業内容を把握していた

にもかかわらず、記載内容に誤りがある実績報告書をそのまま受領したものや

契約書類の不備について指導がなされていないものがあった。 

所管課においては、実績報告書の記載内容の確認や同要領に基づく確認調査

を徹底するよう指導されたい。 

 

（３）実績報告書の添付資料の記載要領で、不明確なものがあった。 

   所管課は、実績報告書の添付書類の「経費の配分及び事業計画の概要」の事

業費については、実際に要した事業費総額が交付決定の際の事業費総額を超過

する場合は、この超過事業費については、補助対象外経費として取扱い、補助

対象経費について記載することとし、別の添付書類である「請負及び竣工検査

調書」及び「収支精算書」については、補助対象外経費を含んだ事業費総額で

記載するよう指導していたが、補助金交付要綱の添付資料の記載要領に関する

規定では、この取扱いが不明確となっていた。 

 

 

所 管 課   空港・交通課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 平成２２年度佐賀県誘客連携促進事業費補助 

 補助団体数 旅行計画株式会社ほか８団体 

 補助事業費        ７８，３１０，０００円 

 補助金交付額        ７８，３１０，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付申請書の提出が遅延したものを受理しているものがあった。 

佐賀県誘客連携促進事業費補助金交付要綱第４条第４項で補助金交付申請書

の提出時期を規定しているにもかかわらず、期限後の申請書を受理していた。 

提出時期について、指導を徹底されたい。 
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（２）補助金交付決定が遅延しているものがあった。 

   佐賀県誘客連携促進事業費補助金交付要綱第４条（補助金の交付申請）第５

項において、補助金交付申請が到達してから交付決定をするまでの標準的な期

間については、申請書提出締切日の翌日から起算して３０日とする旨規定され

ているが、５件の交付決定のうち、３件の交付決定が遅延していた。 

交付要綱上の 

申請書提出時期 

申請書 

提出日 

交付要綱上の 

交付決定時期 
交付決定日 

平成２２年７月 

１日～３１日 

平成２２年 

９月２８日 

平成２２年 

８月１日～３０日 

平成２２年 

１０月１日 

平成２２年１０月 

１日～３１日 

平成２２年 

１０月２９日 

平成２２年 

１１月１日～３０日 

平成２２年 

１２月１４日 

平成２３年１月 

１日～３１日 

平成２３年 

３月１６日 

平成２３年 

２月１日～３月２日 

平成２３年 

３月２８日 

 

 

 

 

所 管 課   地域交通対策室 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県鉄道駅耐震補強事業費補助 

 補助団体数 九州旅客鉄道株式会社 

 補助事業費        ９６，８４２，０５９円 

 補助金交付額        １６，１４０，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助金交付要綱の内容について、適切でないものがあった。 

当補助事業は、国庫補助事業との協調補助であることから、経費の配分等の

変更に係る県の変更承認に当たっては、国庫補助事業の変更承認を踏まえて行

うよう規定すべきであったが、国の承認の有無にかかわらず、県へ事前承認を

得るよう規定しており、制度の趣旨と異なった規定となっていた。 

 

補助対象経費の推移                 （単位：円） 

費目 

（区分） 

変更前 

（H22.3.19県承認） 

変更後 

（H23.3.1県承認） 

増減額 

＜増減率＞ 

本工事費 113.100,000 94,952,059 
△18,147,941 

＜約16％減＞ 

附帯工事費 

（設計費） 
900,000 1,890,000 

990,000 

＜110％増＞ 

計 114,000,000 96,842,059 
△17,157,941 

＜約15％減＞ 

県補助金額 19,000,000 16,140,000  
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所 管 課   体育保健課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 全国高等学校総合体育大会派遣事業費補助 

 補助団体数 佐賀県高等学校体育連盟 

 補助事業費        ６５，２６５，７６５円 

 補助金交付額         ６，０００，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）事業の実態に合った補助制度について、検討されたい。 

全国高等学校総合体育大会派遣事業の補助金申請書等における事業費は、学

校負担金も含めた総額の事業費が補助事業者の事業として計上されているが、

補助事業者としての実態に合っておらず、決算上の事業費とも一致していな

い。間接補助制度の導入など、事業の実態に合った補助制度について、検討さ

れたい。 

 

（２）実績報告書の審査で、不十分なものがあった。 

派遣事業費は、県費補助金、高体連支出金（本部役員派遣費）及び学校負担

金（選手派遣費）で構成されているが、学校負担金を実績額で書くべきとこ

ろ、補助金交付申請時の額を記載していたため、実績報告書の派遣事業費が誤

っていた。 

所管課においては、審査を徹底されたい。 

 

 

 

所 管 課   体育保健課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県２５全国高校総体競技力向上推進費補助 

 補助団体数 佐賀県高等学校体育連盟 

 補助事業費        １４，７３０，４０９円 

 補助金交付額        １２，８００，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助事業の執行について、補助事業者への指導を徹底すべきものがあった。 

   補助事業の実施において、補助事業者の財務処理が適正でないものがあっ

た。補助金交付要綱に即して、補助事業が適正に執行されるよう、補助事業の

執行上の課題を的確に把握し、補助事業者を適切に指導するとともに、補助事

業の進行管理を実施されたい。 

  ・事業に要した県補助金以外の収入を収支外として取り扱い、補助事業に係る

予算額及び決算額に、県補助金以外の財源での実施分が含まれていなかっ

た。 

  ・補助事業に係る収入、支出の記録簿（出納簿）が作成されていないものがあ

った。 

  ・領収書の記載内容で、適正でないものがあった。 

 

（２）実績報告書の審査で、徹底すべきものがあった。 

   補助事業の対象となる競技で、証拠書類の積み上げ額と、実績報告された事
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業費が一致していないものがあった。実績報告書の審査を徹底されたい。 

 

（３）実績報告書の内容で、見直しを要するものがあった。 

   県の補助金交付要綱で、各経費毎に補助対象単価が定められており、補助対

象単価による補助対象限度額を超過する場合は、超過分を補助対象外経費とし

て取り扱う必要がある。しかしながら、実績報告書では、各事業（競技）の全

体事業費が記載されているのみで、超過に係る補助対象外経費を除いた補助対

象経費が確認できるような内容となっていなかった。実績報告書の在り方につ

いて見直されたい。 

 

 

 

所 管 課   社会教育・文化財課 

財政的援助内容 補助金 

補 助 事 業 名 佐賀県文化財保存事業補助 

 補助団体数 宗教法人唐津神社ほか１７団体 

 補助事業費       ４２０，２３７，０００円 

 補助金交付額        ５５，９８４，０００円 

監査実施団体数   １団体 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）補助事業の執行について、指導が不十分なものがあった。 

   所管課は、補助金交付申請書で、補助事業者以外の団体が事業を実施する旨

把握したにもかかわらず、補助事業者への指導が不十分であったことから、補

助事業者においては、業務委任等の手続きに係る書類が未整備なまま、他団体

に契約事務処理を行わせるなど、不適切な事業執行が行われていた。補助事業

者の事業の執行について、適切な指導を行われたい。 
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３ 指定管理団体関係 

 

所 管 課   人権・同和対策課 

団 体 名   社団法人佐賀県部落解放推進協議会 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県解放会館 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）管理運営業務の仕様書で、不適切なものがあった。 

啓発資料の貸出業務については、平成２２年度の年度協定書に示された管理

運営業務の仕様書において、指定管理業務とされているが、書籍、ビデオ、１

６ミリフィルム等の啓発資料は、指定管理者所有のものであった。啓発資料の

貸出業務は、県所有ではない啓発資料の貸出業務となっており、管理運営業務

の仕様書の内容が、不適切なものとなっていた。 

 

（２）休館日の週二日が常態化していた。 

当施設は、同和問題の理解と認識を深め、広く県民福祉の向上に資するため

設置された施設であり、会館の休館日については、佐賀県解放会館条例施行規

則第４条第１項に、「会館の休館日は、祝日及び年末年始を除き１週間に１度

を限度」とされ、第４条２項には、「指定管理者は、前項の規定にかかわら

ず、必要があると認めたときは、臨時に休館することができる。」と規定され

ている。このような中、土曜日、日曜日は、施設利用の事前申込みがある日の

みが開館され、休館日の週二日が常態化しており、利用者の拡大に向けた取組

が不十分であった。 

 

（３）管理運営業務実施状況報告書の審査で、不十分なものがあった。 

管理運営業務実施状況報告書の審査を適正に行われたい。 

① 施設の利用実績に誤りがあった。 

② 当初計画額の誤り及び決算額における需用費の仕訳誤りがあった。 

 

 

 

所 管 課   有明海再生・自然環境課 

団 体 名   唐津市 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県波戸岬海浜公園 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）業務仕様書の作成で、不十分なものがあった。 

県が作成する業務仕様書に、「利用者モニタリングの実施や、その結果をも

とに自己評価の実施」の規定が明記されていなかった。 
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所 管 課   有明海再生・自然環境課 

団 体 名   唐津市 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県風の見える丘公園 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）指定管理施設内の行政財産使用許可について、検討を要するものがあった。 

指定管理施設内の厨房及び案内・レジ部については、県から、指定管理者以

外の団体に対して、使用許可がなされていたが、仕様書には、指定管理物件か

ら除外する旨記載していなかった。 

当指定管理施設においては、厨房の管理・利用等は指定管理施設の管理と一

体となるものであり、本来の指定管理業務に位置付けることについて検討し、

指定管理者の管理する施設内容が明確になるようにされたい。 

 

 

 

所 管 課   有明海再生・自然環境課 

団 体 名   唐津市 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県花と冒険の島 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）緊急時の対応マニュアルの内容が不十分だった。 

基本協定書第２７条の規定に基づき、唐津市において緊急時の対応マニ

ュアルを整備しているが、同マニュアルは「遊具施設」を対象とした内容とな

っており「ふれあい自然塾ひぜん」を想定したものとはなっておらず、シー

カヤック教室での水難事故等が想定されていなかった。 

また、津波発生など緊急事態類型毎の避難誘導などの役割分担も明示されて

おらず、緊急時に混乱することも考えられるため、至急整備するよう唐津市と

協議されたい。 

 

 

監 査 意 見 
 

〇 施設の今後の在り方について 

  島山島の「佐賀県花と冒険の島」は、平成３年４月に開設され、開設後 

２０年以上が経過している。そのため、遊具施設は老朽化しており、撤去された

ものや、破損し使用できないものがある。 

  一方、厳しい経済情勢の中において、遊具施設の更新・新設は行われておら

ず、島山島の「佐賀県花と冒険の島」が観光施設として十分に機能しているのか

疑問が生じるものである。 

  この施設の今後の在り方について検討されたい。 
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所 管 課   母子保健福祉課 

団 体 名   財団法人佐賀県母子寡婦福祉連合会 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県母子福祉センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）指定管理業務に関する実績報告書の審査で、不十分なものがあった。 

   所管課は、年１回の管理運営状況調査及び実績報告書提出時の書面審査

を実施しているが、収支決算報告書の審査が不十分で指定管理者から提出

された利用料金等の収入実績、管理経費の収支決算報告の誤りを見落とし

ていた。 

 管理運営に関する基本協定書に基づき、管理運営状況の確認を徹底され

たい。 

 

（２）指定管理者の会計規程が「公益法人会計基準」に則したものとはなっていな

かった。 

   基本協定書、年度協定書等に会計処理に関する規定を設けるなどして、指定

管理者が適切な会計処理を行うよう指導されたい。 

 

 

 

所 管 課   商工課 

団 体 名   佐賀県物産振興協会 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県産業振興センター 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）「産業振興センターの利用状況」に自己評価が記載されていなかった。 

 「佐賀県産業振興センター管理運営業務仕様書」には、利用者等から意見を聴

取し定期的な自己評価を行い、それを「産業振興センターの利用状況」に記載

することとあるが、「管理運営業務に要する経費の収支決算」に含めて提出さ

れていた。 

   どの書類に含めて提出させるべきか検討し、必要があれば仕様書を改正され

たい。 

 

 

監 査 意 見 

 

 

○ 佐賀県産業振興センターとの一体的な運営について 

佐賀県物産振興協会は、指定管理施設である「佐賀県産業振興センター」のほ

か、有明佐賀空港のターミナルビル内において県からの委託で店舗を開設してい

る。 

  両施設はともに佐賀県産品の展示・販売等を行うものであり、今回の監査結果

からも佐賀県物産振興協会は両施設を一体的に運営している状況がうかがえると

ころである。 

  ついては、有明佐賀空港のターミナルビル内の店舗と「佐賀県産業振興センタ

ー」の一体的な運営について、検討されたい。 
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所 管 課   まちづくり推進課 

団 体 名   久保造園・ＳＴＳエンタープライズグループ 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県立佐賀城公園 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）利用料金の取扱いで、適正になされていないものがあった。 

佐賀県立都市公園条例第１４条の３で、指定管理者は、利用料金を定めると

きは、知事の承認を得なければならないとされているが、承認を得ておらず、

県も承認手続きの指導をしていなかった。 

 

（２）指定管理の結果の公表がされていなかった。 

基本協定書第１６条、第１７条で、「指定管理者から中間報告書、事業報告

書を受理したときは、その内容を確認し、その結果を指定管理者に通知すると

ともに公表するものとする。」と規定されているが、結果の公表がなされてい

なかった。 

 

（３）管理運営業務に関する経費の負担について、責任分担が明確に定められてい

ないものがあった。 

   当グループの指定管理業務の１年目収支については、損失が生じていた。こ

れは、利用者や関係機関等からの苦情対応として、施設内の高木・支障木の撤

去工事など、当初予定していなかったその他の管理業務に係る経費の負担が原

因となっていた。 

   また、撤去工事に入る前に、県と経費の負担について協議を行ったが、基本

協定書第７条に定める「責任分担表」に明確な定めがない（一件当たりの経費

の上限額及び経費の内容等）ことから、県から経費負担の支援がなかったため

である。 

   県は、管理業務の中で発生した突発的な経費の負担については、指定管理者

と協議に応じるなど、指定管理者の経営状況等の把握を行いながら、経費負担

の在り方を見直されたい。 

 

 

所 管 課   まちづくり推進課 

団 体 名   葉隠緑化建設・佐賀広告センターグループ 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県立森林公園 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）利用料金の取扱いで、適正になされていないものがあった。 

佐賀県立都市公園条例第１４条の３で、指定管理者は、利用料金を定めると

きは、知事の承認を得なければならないとされているが、承認を得ておらず、

県も承認手続きの指導をしていなかった。 

 

（２）事業計画書記載の自主事業の未実施について、指導が不適切なものがあっ

た。 



 

- 105 - 

   事業計画書に計画された自主事業について、実施されていないものがあった

が、実施の指導が不十分であった。また、実施されなかった自主事業につい

て、協定書第１５条第３項に基づく、事業計画書の変更の手続きの指導も行わ

れていなかった。 

 

（３）事業報告の審査で、適正でないものがあった。 

   実績報告で、事業計画に対する実績の記載漏れなどがあったにもかかわら

ず、所管課は、修正指示を行うことなく受理していた。記載漏れがないよう、

指導及び審査を徹底されたい。 

 

（４）指定管理者の公募に際し、示した管理物件の数量に誤りがあるものがあっ

た。 

   公募の際に、申請者に示した「森林遊具配置図」で、一部記載もれがあっ

た。 

 

（５）管理運営業務の再委託で、県の承諾を得ていないものがあった。 

   管理運営業務の再委託について、管理運営に関する協定書第９条に基づく指

定管理者から県への承認申請の手続がなされずに再委託されていた。 

指定管理者を適切に指導されたい。 

    

 

 

所 管 課   港湾課 

団 体 名   伊万里市 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 伊万里人工海浜公園 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）行政財産の使用許可申請の手続きが取られていないものがあった。 

   当施設（人工海浜公園）内で、管理運営業務として定めのない露店及び自動

販売機の設置について、県から行政財産使用許可を受けることなく、権限のな

い指定管理者が、独自に許可を行い、また、使用料を徴していた。 

 指定管理者への指導を徹底されたい。           

 

（２）事業計画の審査について、適正でないものがあった。 

   事業計画の内容で、適正でないものがあったにもかかわらず、所管課は、修

正指示することなくそのまま受理していた。審査を徹底されたい。 

     

（３）指定管理業務に係る仕様書の内容で、検討を要するものがあった。 

   指定管理業務のうち、施設の清掃や遊泳者の監視などが再委託されていた

が、委託内容を明記した仕様書が作成されていなかった。再委託においても、

指定管理業務が県の仕様書等に即して、確実に履行されることを担保するた

め、仕様書に明記するよう検討されたい。 
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所 管 課   港湾課 

団 体 名   太良町 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 太良人工海浜公園 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）行政財産の使用許可について、検討を要するものがあった。 

管理運営業務として定めのない売店等設置については、県から、指定管理者

以外の団体に、使用許可がなされていたが、仕様書には、使用許可期間、売店

設置箇所を指定管理物件から除外する旨記載していなかった。 

一定期間指定管理物件の一部を除外することは、一体的管理上好ましくない

ことから、売店設置に係る指定管理者への使用許可について、財産管理者と協

議されたい。 

 

（２）指定管理者への指示が、不足しているものがあった。 

県は、県有財産である指定管理物件（ビーチハウス等）の保全を図るため、

建物火災共済に加入していたが、指示不足により、指定管理者においても建物

災害共済に加入されていた。 

 

（３）前回監査の指摘について、改善されていないものがあった。 

前回監査（平成２０年１０月２３日）で、指定管理者に、管理物件を記載し

た財産台帳を提示されていない状況を指摘し、所管課は、指定管理者に財産台

帳を提示した旨の措置状況を監査委員に通知していたが、実際は、提示されて

いなかった。 

    

（４）事業計画書の審査で、不十分なものがあった。 

指定管理者に許可権限がない、売店設置に係る行政財産目的外使用許可に係

る使用料が記載されていた事業計画書を修正指示することなく、そのまま受理

していた。 

 

（５）事業報告書の審査で、不十分なものがあった。 

事業報告書では、佐賀県人工海浜公園条例施行規則第５条で規定の遊泳期間

や仕様書で規定された業務内容の一部について、実施状況が明記されていない

にもかかわらず、そのまま受理していた。仕様書等で規定した業務が漏れなく

履行されているか確認できるよう事業報告書様式を、指定管理者に示された

い。 

 

（６）管理運営業務の再委託で、県の承認を得ていないものがあった。 

管理運営業務の再委託について、管理運営に関する協定書第９条に基づく指

定管理者から県への承認申請の手続がなされずに再委託されていた。 

指定管理者を適切に指導されたい。 
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所 管 課   港湾課 

団 体 名   小城市 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 住ノ江港緑地 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）管理運営業務の再委託で、県の承認を得ていないものがあった。 

管理運営業務の再委託について、管理運営に関する協定書第９条に基づく指

定管理者から県への承認申請の手続がなされずに再委託されていた。 

指定管理者を適切に指導されたい。 

 

 

 

関 係 課   職員課 

団 体 名   財団法人佐賀県女性と生涯学習財団ほか２５団体 

財政的援助内容 
公の施設の 

管 理 
施 設 名 佐賀県立男女共同参画センターほか３３施設 

 

監 査 の 結 果 

 

 

（１）指定管理の結果の公表がされていなかった。 

基本協定書で、「指定管理者から中間報告書、事業報告書を受理したとき

は、その内容を確認し、その結果を指定管理者に通知するとともに公表するも

のとする。」と規定されているが、結果の公表がなされていなかった。 

 

（２）管理運営業務の再委託に係る承諾手続について、所管課への指導を要するも

のがあった。 

 管理運営業務の中には、あらかじめ専門業者への再委託が見込まれるものも

あるが、公募の際の応募資格の要件、委託費の上限額の積算内訳や指定管理者

の事務処理の負担などを考慮しないまま、基本協定書で、再委託に当たって、

例外なく、県の承諾が必要との規定を設けているものがあり、その結果、再委

託の都度、県からの承諾を得るための手続きが多数生じているものもある。中

には、この手続件数が多い中、手続きそのものを失念している例もある。 

国の通知では、管理運営業務を一括して第三者へ再委託することを禁じてい

るものの、清掃、警備といった個々の具体的業務を再委託することは、差し支

えないものとされていることから、その趣旨を踏まえ、あらかじめ、再委託が

見込まれる業務については、協定書等で、再委託の承諾手続きを省略できる規

定を設けるなど、事務処理の負担軽減について、検討のうえ、所管課を指導さ

れたい。 

 

 

 

 

 


